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1．はじめに
研究開発競争が世界的な広がりをみせるにつれて、いろいろな場面で研究開発
費の国際比較が行われるようになった。政府の科学技術政策を論じる場合にも、
まず、研究開発費の比較が議論の出発点になることが多い。より正確な比較のた
めには、各国における研究開発費によって実際に購入される諸財・サービスの量
を直接比較できる指標が必要である。そのような機能をもつ通貨換算レートとし
て、研究開発費に適した購買力平価（以下、ーR＆D購買力平価」と呼ぶ）の開
発を提唱したい。
為替レートによる換算では、各国の研究開発費の実際の購買力を表さない。ま
た、OE CD等の購買力平価は、研究開発に用いられる諸財・サービスの購買力
平価とは異なったベースで算定されているものである。
本稿では、研究開発費の内訳と、その国際的な価格水準を検討することによっ
て、研究開発費にOE C D等の購買力平価を利用する場合の問題点を指摘し、日
本を含む六カ国間のR＆D購買力平価を試算した。以上に加え、R＆D購買力平
価をどのように利用できるかについて若干の考察を加えた。
2．R＆D購買力平価の開発の必要性
2．1　通貨換算に関わる問題点
各国の研究開発費を比較する際に一般に使われる通貨換算レートは、I MF為
替レートとOE C D等で計算される購買力平価である。まず、日本の対米ドル為
替レートとOECD等の購買力平価（I CPベース）の推移をみる。（注1）
（図1）
為替レートは、近年、為替が投機の対象となっていることもあり、変化の晴が
大きい。他方、OE C Dの購買力平価は緩やかな動きとなっている。それはOE
C Dの購買力平価は算定の基準年以外の年については、基準年の購買力平価を基
に、毎年の日本と米国の物価上昇率の違いで調整して求めているためである。
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（注1）　購寅力平価指標の概要について説明する。
購買力平価指標の国際機関による開発は、1960年代に遺る。各国通貨で計算された国民経済
計算を国際比較する際、為替レートで換算すると、為替と通貨の購買力が異なることから正確な比
較ができないという問題から、1968年に為替レートによらない国際比較に向けて国連国際比較
プロジェクト（I CP事業：International CoTtT）arison PrograIl）が発足した。国際連合統計局とペ
ンシルバニア大学の共同プロジェクトという形で1970年、1973年、1975年を対象年と
して行われてきた。その後、I CPは国際連合の調樵の下、1岐界の各地域において進められること
となり、先進国間ではOECDが、アジア太平洋地域ではE SCAPが分担するなど、いくつかの
国際機関で購買力平価の計算が行われている。［参考文献1］
OECD等の購買力平価はI CPベースとSNAペースの両方で算定されている。医療・保健サ
ービスなど、第一次的な便益が消費者にあり、かつ、各国の政府の費用負担制度が違う分野では、
各国の消費者価格を直接比較をしても意味がない。政府の支出を消費者の支出に含めて、価格を計
算することが必要である。購買力平傭の算定では、これらの公的部門の負担分も消費者価格に上乗
せして計算するI CPベースが、広く用いられている。ここでは、I CPペースの値を用いる。
OECDの購買力平価はこれまで5年毎に算定されてきた。最新の算定は1990年のものであ
る。本稿では、購買力平儀以外に多くの統計値を使用するため、それらがすべて利用可能な198
5年算定を用いる。
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各国の研究開発費（注2）を為替レートにより換算すると、為替相場の変動の
影響によって、みかけ上、各国の研究開発費は膨らんだり、縮まったりするとい
う不都合が生じる（図2）。米国の研究開発費の為替レートによる円換算をみる
と、1985年から1988年までの円急騰期には、グラフは減少傾向をみせて
おり、これは米国の研究開発費が減少しているという誤解さえ与えかねない。
また、為替レートは各国通貨の購買力を、必ずしも表さないために、換算した
結果が、研究開発費によって実際に購入できる財・サービスの量を表さないとい
う問題がある（注3）。
図2で、OE CDの購買力平価で円換算したものをみると、そのような大きな
山・谷はなく推移する。
購買力平価換算では、1992年において米国の研究開発費は、日本の約2．
4倍になる（日本の研究開発費は自然科学のみ）。これは為替レート換算では、
日本の約1．6倍にとどまる。
購買力平価はO E C D等で各国の物価水準の違いを調整する通貨換算レートと
して、開発されてきた。しかしながら、その購買力平価は、各国のGDPを比較
するために開発されたもので、あらゆる場合に適用できるものではない。
GDP全体を基準にした現在の購買力平価よりも、研究開発の特性に応じた購
買力平価の算定が必要である。
（注2）　本稿で取り扱う「▼研究開発費」のデータは、支出額ベースであり、費用額ベースではな
い。総務庁の科学技術研究調査報告では、支出額とは、有形同定資産に関する経費について購入費
によって計算するものである。費用顆とは有形岡定資産に関する経費について減価償却費によって
計算するものである。
（注3）　研究開発費を国際比較するうえでは、研究開発の意味や内容についての国による相違に
も注意すべきである。また、研究開発費の金職を、ある期間をとって比較する場合には、国家間の
物価上昇準の違いに配慮する必要がある。本稿では、それらの点には詳しくは触れず、研究開発費
を主に一時点で比較する場合に、為替レートを用いて同じ通貸単位に換算しても、物価水準と為替
レートが完全に合致するものではないことから、国家間の研究開発費で購入される諸財・サービス
の量を比較できないという点に問題を絞っている。
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図2 為替レートと購買力平価による主要国研究開発費の円換算
主要国における研究貴の推移
（1）lMF為替レート検算
（兆円）
日
J l
′
ロ＼
′　　l
〆　亙、米㌢′、hロ1，，9
1
1
′　　　　　　h
、J
フランス　　　　　イギリス
1970
（兆円）
35
30
25
20
15
10
5
0
757677787980818283848586878889909192（年度）
（2）購買力平価換算
1970一一757677787980818283848585878889909192（年度）
注）1．国際比較を行うため，各国とも人文・社会科学を含めている。
なお，日本については内数である自然科学のみの研究費を併せ
て表示している。
2．日本のみ専従換算（ful卜timeequivalent）をしていか、。
3．米国の1991年度は暫定値，92年度は推定値である。
4．ドイツの統計数値のない年度は前後の年度を直線で結んでいる。
5，フランスの1991年度は暫定値である。
資料：日　　本　稔務庁統計局「科学技術研究調査報告」
米　　国　国立科学財団「National Patterns of R＆D
Resources：1992」
ド　イ　ツ　連邦研究技術省「BundesberichtForschung」，
「FaktenberichtzumBundesberichtForschung」
フランス　「予算法案付属書」
イギリス　内閣官房「AnnualReview of Government Fund・
edR＆D：1992」
資料：平成5年　科学技術自書
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2．2　わが国の研究開発費の費目構成とGDP支出項目との比較
2．2．1　0E C Dの購買力平価の性質
前節で指摘したOECD等の購買力平価の研究開発費に対する適用の妥当性に
関して、本節では、OECD等の購買力平価の計算方法を検討する。
OE C Dの購買力平価は、加盟国のGDPの比較を実質ベースで行う目的で算
出されている。OECDの購買力平価はGDP全体について計算された値が一般
に使用されているが、それだけでなく、GDP（支出面からみる。以下同じ。）
の下位部門ごとにも算定されている（表1）。
OECDの1985年の推計では、物価に影響の大きい3000種類余りの商
品の価格と、それらに対応するGDPの細かな項目の金額のデータをOE C Dが
各国から集め、これらを基に購買力平価を計算している。［2］［3］
GDP全体についての購買力平価の値は、算定法の性質（注4）により、GD
P各支出部門の購買力平価の値が、各部門のGDP全体に占める割合をウェイト
として影響している。
（注4）　OECDでは、1985年の購買力平価の算定はG－K法によって計算している。19
90年の購買力平価は、G一一K法とEKS法の両方で算定しており、若干、両者の値は異なる。O
ECDでは、両方の特徴を酢まえて使い分けられるべきだとしている。G－K法は、一国のGDP
の下位の支出項目の合計が上位の項目の数僻に合致するという加法性を満たしており、異なる階層
の購買力平価データの利用に便利である。他方、EKS法は二国間の同じ項目の価格を比較する場
合に優れている。本稿では1985作のデータを用いることと、後述のように、研究開発費につい
て購買力平価を算定するには、欄門力平価の異なる断層の値を組み合わせて使用することが必要な
ため、G一M K法に基づいて説明する。
購買力平価の集計方法のG A K法（Geary KhaTbis法）について説明する。［4］GーK法は、その特
色として、多国間の物価比を計算する場合の推移件を郁保している。また、各商品について国際価
格を想定している。国際価格とは、商品の国際的な平均価格で、基準国通貨を単位とするものであ
る。それは各回の商品の価格の単純な平均ではなく、各国の支出額により加重平均がなされるので、
当該商品の支出額が大きい同の価格の彫胃が強く表れる。大まかにいえば、各国の購買力平価は、
商品の国際価格に対する国内価格の比として表わされる。
G－K法の計算式は以下のよう。商品をi、同をj、商品の価格をP（各国通貨ベース）、商品の
量をQ、購買力平価をPPPとする。
P P P j＝∑（PIj・Qij）　／　∑（ITi・Qij）
1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
j国における各商品の金額合計（∑（PiドQij）　j国通貨ベース）を、国際価棘rIiを用いた各
商品の実質金額（∑（nドQij）　基準国通貨ベース）で除したものが、購買力平価となる。
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表 1 日本の名 目G D P 、実質 G D P 及び購買力平価 （1 9 8 5 年推計 ）
目
GDP支出項 目
① ② ⑧ ㊨ ⑧
各部門 各部門 各部門 各部門 購貿力
名 目金額 実質金額 の割合 の割合 平価
（十億円） （百万 ＄）（名 目金額）（実質金額） 円／＄
1 人消費 199237 93861163．0％ 65．9％ 213
2 食料、飲料、 たばこ 41390 15223513．1％ 10．7％ 294
3 食料 33275122019 10．5％8．6％ 297
4 パン及び穀類 6881 253962．2％ 1．8％ 260
5 肉 4279 11492 1．4％ 0．8％ 465
6 魚 7057 299632．2％ 2．1％ 277
7 乳製品、卵 2060 7464 0．7％ 0．5％ 299
8 油 399 1203 0．1％ 0．1％ 335
3 野菜 ・乗物 5797 190471．8％ 1．3％ 302
10 他の食品 6803 274542．2％ 1．9％ 264
11 飲物 5194 15424 1．6％ 1．1％ 326
12 非 アル コール 1429 5231 0．5％ 0．4％ 256
13 アル コール 3765 101931．2％ 0．7％ 363
14 たば こ 2920 14782 0．9％ 1．0％ 234
15 衣類 ・くつ 11766 536753．7％ 3．8％ 238
16 衣類 10555 47588 3．3％．3％ 243
17 くつ 1211 6087 0．4％ 0．4％ 207
18 家賃 ・光熱 34756189859 11．0％13．3％ 157
19 家賃及び水道料 28787 1676649．1％ 11．8％ 133
20 光熱 5969 22195 1．9％1．6％ 319
21 家庭雑貨 10282 45558 3．3％ 3．2％ 246
22 家具 943 2300 0．3％ 0．2％ 487
23 家庭用繊維 1457 6478 0．5％ 0．5％ 204
24 家電 2814 13591 0．9％ 1．0％ 210
25 その他財 ・サー ビス 5069 231891．6％ 1．6％ 239
26 医療 ・保健 20281145208 6．4％10．2％ 107
27 医療 ・薬品 1231 7147 0．4％ 0．5％ 120
23 医療保健サー ビス 17781 129941 5．6％9．1％ 107
29 公共医療保健 1269 8120 0．4％ 0．6％ 109
30 輸送 ・通信 17411 736495．5％ 5．2％ 280
31 個人輸送財 2862 16070 0．9％1．1％ 187
32 輸送運転 5921 14056 1．9％ 1．0％ 598
33 輸送サー ビス購入 6849 32861 2．2％2．3％ 165
34 通信 1779 10662 0．6％ 0．7％ 154
35 余暇・教育 29133 1295539．2％ 9．1％ 229
36 余暇用品 5258 25557 1．7％ 1．8％ 222
37 娯楽 ・教養サー ビス 7427 358042．3％ 2．5％ 219
38 本 ・雑誌 1808 7604 0．6％ 0．5％ 285
39 教育 14641 60588 4．6％4．3％ 234
40 その他の財 33306 14462310．5％ 10．2％ 248
41 レス トラン等 14191 454684．5％ 3．2％ 375
42 その他の財サー ビス 19114 99155 6．0％ 7．0％ 194
43 海外購入 912 4251 0．3％ 0．3％ 218
44 府消費 15938 80599 5．0％5．7％ 179
45 固定資本形成 87624342493 27．7％ 24．0％ 275
46 建設 54111 19740317．1％ 13．9％ 297
47 居住用建設 15446 45270 4．9％3．2％ 403
48 非居住建毅 15189 58547 4．8％4．1％ 271
49 土木 23476 93586 7．4％ 6．6％ 236
50 機械設備 33517 145090 10．6％ 10．2％ 24t；
51 輸送機械 7148 351962．3％ 2．5％ 211
52 非電気機械 17993 74411 5．7％ 5．2％ 270
53 電気機械 8376 35483 2．6％ 2．5％ 212
54 摩増 2540 9372 0．8％ 0．7％ 297
55 出 ・輸入バランス 10775 53259 3．4％3．7％ 237
56 内総生産 3161141424333 100．0％ 100．0％ 222
資料：PurchhSing PoTer P＆ritieS＆nd Re81Expenditurein OECD，OECD
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各国において民間最終消費がGDPに占める割合は、1985年では60％程
度である。その中では食料、医療、住居、衣料、装身具、教育などが大きなウェ
イトを占めている。また各国とも、政府最終消費は5％から10％、固定資本形
成は20％から30％く　らいの割合である。したがって、GDP全体に対する購
買力平価の算定には、消費財の物価水準が大きく影響していることになる。
したがって、購買力平価を研究開発費に適用することの妥当性を分析するには、
研究開発費を構成する各費目とGD P支出項目がどの程度の共通性（内容が同一
もしくは類似の項目が全体に占める割合）を持っているかを検討する必要がある。
（注4の続き）　　商品iについての国際価格は、以下の式による。
rIi＝∑（Pij／P P P j・（Qij　／∑Qil）〉
商品iの国際価格は、まず、各国ごとに購買力平価に対する商品iの価格の比率を求め、次に、そ
の価格比率を国別の数量ウェイト（Qij　／∑Q－j）で加重平均して算出する。このように、購買
力平価は国際価格と相互に依存しており、連立方程式を解くことにより計算される。
実際の計算では、まず、各商品の価格を基に、類似の商品から成り立っている基礎項目（BasicII
eadings：GDPのデータから、その項目の金徹がわかりうる最小の項目）の購買力平価を計算する。
次に、基礎項目の購買力平価と金額から、G－K法により、GDPの購買力平価を算出する。
構賀力平価はGDP全体だけでなく、GDPの各支‖項目についても算出されている。OECD
の前出の資料（参考文献［2］）では、GDP支出項目の各レベルで、∑（n・Q）にあたる金額を、
実質的な利用価値を表す金額という点味で突門金噺（Real Value）として、∑（P・Q）にあたる金
街を名目金額（Nominal Va】ue）として掲載している（表1の列①、②参照）。
なお、上記の計算で、GDP全休の欄rl力＼lf価については、米国を基準とした（ドルの爛貫力平
価を1ドルちょうどとした）ものが求められる。しかし、GDPの各項目の購買力平価はそうはな
らないので、米同を基準にするためには、次の処即を要する。日米を例にとると、米国の名目価格
表示桁∑（P・Q）を米国の実質価格表示簡∑（n・Q）で除した商で、日本の同じ商を除すことに
よって求まる。（N　は日本、A　は米同を表す。）
米ドルを基
準とする各＝
項目の購買
力平価
日本の各部門の名「日詰簡／日本の各部門の実門金額
米国の各部門の名門金額／米同の各部門の実質金額
∑（PNi・QNi）／∑（nNドQNi）
∑（PAドQAi）／∑（nAドQAi）
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2．2．2　わが国の研究開発費の費目構成とGDP支出項目との比較
わが国の研究開発費の各費目と、購買力平価の算定基準であるGDPの支出項
目のうちそれらの費目に相当するものの構成を比較する。（図3）（注5）研究
開発費の内訳については、本稿で検討している購買力平価は1985年を対象年
とするものなので、総務庁の科学技術研究調査報告の1985年度のデータをみ
る（注6）。全研究機関の研究費は、約8兆1164億円（自然科学のみ）であ
る。
図3 日本の研究開発費とGD P支出の内訳
（日本全体の研究開発費、GD P（lCPベース）に
対して各項目が占める割合：1985年）
研究開発費の内訳
票資雪臥重恵盃
その他の経費
GD P支出の内訳
（注5）　研究開発費の支出の類型が、GDP支間のある項目の類型と同じであれば、それらは同
一の価格水準にあるとして差し支えないであろう。ここでは研究開発の支出項目が、痘終需要のあ
る支出項目に含まれる商品の類似性などから類推して、双方の価格水準が同一と考えられることを
「相当する」と表現する。
購買力平価が、研究開発費の価格水準をどの程度表すものかについては、まず、研究開発におけ
る支出が、購買力平傭算出の基礎となっているGDPの各支出に、どれだけ類似しているかを、検
討していかなければならない。
研究開発において使われる電話を例にとると、電話料は、GDPの一支出項目とみられることか
ら、電話料金の国際的な傭格水準は、OECD等の購買力平価において算定に織り込まれる。した
がって、OECD等の購買力平価の電話料の僻は、研究開発にも適用しうる。ただし、研究開発費
に占める電話料の割合とGDPに占める電話料の割合は只なるので、その割合の違いに注意する必
要がある。
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語鮮碧
（1）人件費
人件費は、研究開発費の42％を占める。それに対し、OE C Dの購買力平価
の算出のベースとなっているGDPの最終支出項目においては、人件費に関連す
る項目は、主として政府・教育部門（研究職に限らず、すべての職種合計である）
の給与であり、その部門のウェイトはGDP支出全体の約7％に過ぎない。研究
開発費とGDP購買力平価では、人件費が全体に占めるウェイトは大幅に異なる。
（注7）
（2）原材料費
総務庁統計によれば、原材料費とは、原材料、部分品費、試作品費、一部の機
械類と定義される。原材料費は、研究開発費の約18％を占める。
OE C D等の購買力平価は、最終消費財や投資財の価格を中心としたものであ
り、それら原材料費の価格が良く反映されているとは考えづらい。（注8）
（注5の続き）　　また、米（コメ）はGDPの一一支出項目であり、OECD等の購買力平価の算
定に含まれているが、研究開発においては、米の消費金額は無視しうる。したがって、米は購買力
平価の算定には含まれるが、研究開発の価格水準を表すものとして適当ではない。
研究開発で支出される品目とGD Pの算定に合まれる品「1とで、共通または類似するものについ
ては、OE C D等の購買力平価をあてはめられるが、舶述するものについては、別途、価格水準を
考える必要がある。以l∴　個別の品目を例にとったが、郊似する複数品目を範疇（項目または費目
と呼ぶ。）とし、それを単付としても同様である。
研究開発費の国民紆済計算　上の仲田づけを補足すると、企業の研究開発は、曇三度に対する一粒の
支援活動である。研究開発で使われる財は、！l三棘の支援活動に供せられるので、中間財と位置づけ
られる。経済学的なみかたからは、研究開発費に、屈柊需要に算定の基礎を置く購買力平価の値を
使用することに只和感があるかもしれないC　しかし、そのような分類にとらわれずに、GDP上で
長終需要に分類される項目と、研究開発における費用項目が類似のものとみれば、O E C D等の購
買力平価によって、研究開発費の国際的価格水準を推定する糸口を細める。本稿では、OE CD等
の購買力平価によって、㌻該研究開発費目の価格水準が表されるとする。
（注6）　本稿で用いている統計肺の集計期間は、解年ベースと年度ベースが混在している。日本
をはじめ、いくつかの国で研究開発費の集計期間は年度である。
（注7）　人件費は商品・サービスの取引をもとにしているGDP支出とは、基本的に性格を巽にす
る費目である。なお、経済活動に占める人件費全体は、おおまかには、GDPの分配では、雇用者
所得として分類している。しかし、OECDの珊門力平価はGDP支出に算定の基礎を置いている
ので、人件費を全体として測っていない。
しかしながら、OECDの購買力平価の190部門別には、医療関係を除けば政府部門・教育部
門の雇用者所得が含まれている。2部門のGD声支出の合計のウェイトはGDP支出全体の約7％
である。
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（3）有形固定資産購入費
有形固定資産購入費は、土地・建物等、機械・器具・装置等、その他に分れる。
①「機械・器具・装置等」の中身として考えられるのは、研究関連の設備機器費及
び車両購入費などである。これらは、GD Pにおいても本来的に固定資本形成と
して算入されるものである。「機械・器具・装置等」は日本の研究開発費の11．
8％を占めるが、それに相当するGDPの固定資本形成のうちの「機械設備部門」
は、日本の名目GDPの10．6％である（図3、表1の項目番号50）。
②「土地・建物等」の中身として考えられるのは、研究所建設費と土地購入費な
どである。このうち、研究所建設費はGD P上、本来的に固定資本形成として算
入されるものである。土地購入費を除外すると、「土地・建物等」は、GDPの
固定資本形成のうちの「非居住用建設部門（表1の項目番号48）」の支出に相
当すると考えられる。
③逆に、固定資産に関する購買力平価の算定の対象項目である「居住用建物建設」、
「土木」などの部門は、研究開発にはあまり関係がない。
④有形固定資産購入費は、①、②より、土地購入費を除き、総じてGDPのうち
の固定資本形成に相当する。有形固定資産購入費は研究開発費の18．1％を占
めるが、わが国における固定資本形成のGDPに対する比率は27．7％である
（図3、表1の項目番号45）。したがって、OECD等の購買力平価の算定よ
り、研究開発費における固定資産に関する支出の割合は低い。
（4）その他の経費
「その他の経費」に含まれる具体的な費用としては、光熱費、通信費、交通費、
国書購入費、地代、会議費などがある。
産業連関表から研究開発部門の投入構造を知ることができる。研究部門への投
入をその他の経費と、原材料費に分けて、それぞれどのような部門に支出してい
るかを推定できる。
わが国の1985年の産業連関表の中間投入のうち、その他の経費に該当する
もので額が大きいのは、出版印刷、不動産仲介、電力、通信などである。
これらは、個人が本を買ったり、電気、電話などを使用するのと同じような形
態で、研究所においても支出するものである。
（注8）　注5のように一部の財では、傭格上は類似の財でも、用途や需要家によって原材料と消
費財・投資財に国民経済計算上、仕分けられる。そのため、購買力平儀は最終需要財について決め
られるとはいっても、完全に原材料とは無関係ではなく、いくつかの部門の購買力平価の値は一部
の原材料に相当すると考える余地はある。
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このように「その他の経費」については、個人最終消費に相当するものが多い
と考えられる。
しかし逆に、GD Pの支出項目のうち、食料、衣料、医療、教育、娯楽といっ
た一般生活に関するものは、研究開発で使われることは少ない。以上のような対
応関係を簡単に図示すると図4のようになる。
（5）以上の検討から、主な点として以下のことが指摘できる。
①研究開発費の項目は、OE C D等の購買力平価の費目に相当するものがあるが、
全体に占める割合という点で大きく異なっている。
・人件費一一一研究開発費全体に占める割合は約42％を占める。
一一購買力平価ではGD P全体に対して約7％に過ぎない。
・原材料費一一一　一研究開発費全体に占める割合は約18％を占める。
u一一購買力平価では、ほとんどウェイトを持たない。
・有形固定資産購入費肩一研究開発費では約18％を占める。
一　一一購買力平価では、有形固定資産購入費にあたるのは固
定資本形成であるが、それはGD P全体に対して約2
8％を占める。
②　①とは逆に、OE C D等の購買力平価の算定に含まれる項目のうち、研究開
発費にはほとんど相当しないものが多い。そのようなものとして、個人消費のう
ちの多くの費目（食料、衣料、医療など）、居住用建物建設、土木などがある。
本節をまとめれば、GDPの購買力平価の各項目と研究開発費の支出項目は、
構成上、かなり違いがある。したがって、GDPに対する購買力平価は、研究開
発費の国際的価格水準を正確に反映するものではない。
－11－
図4 研究開発費と購買力平価の対応表
研究開発費の各費目と、その価格水準を表す購買力平価の項目の対応関係を示
している。
研究開発経費の
費目内訳
その他の経費
購買力平価の
主要項目
GDP全体
個人消費
有形固定資産購入費
土地建物等
機械・器具・装置等
その他
人件費
原材料費
食料、飲物、タバコ
衣料
家賃光熱費
家具、家庭用機械設備
医療、保険
交通、通信
教育、リクリエーション、文化
娯楽設備
娯楽サービス
本、雑誌、新聞
教育
教育雇用者所得
雑貨、サービス
海外直接購入
政府消費
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政府雇用者所得
固定資本形成
建設
居住用ビル
非居住用ビル
土木
機械設備
その他
為替レート
2．3　R＆D購買力平価に関する過去の研究等
前節では、研究開発費とGDP支出項目の構成の違いを明らかにした。研究開
発費に適切な購買力平価の推計が次の間題となる。それについての過去の研究に
ついて探索した。
購買力平価については、その計算方法や、為替レートの決定要因としての意味
合い等について経済学者による研究は数多い。しかし、特定分野についての購買
力平価を求める研究例は多くはない。
研究開発費に関する購買力平価については、わずかに先行研究がある。
（1）A．S．マクドナルドが1973年に発表した論文では、研究開発費を下位
の費目分類（労働コスト、経常費、機械装置の3分類）に分け、各費目について、
各国の購買力平価を求め、それらを加重平均することによって、各国のR＆D購
買力平価（マクドナルドは「研究開発費の為替レート」と呼んでいる。）を求め
た。［5］
多国間における推移性（Ⅹ国・Y国間の物価比と、Y国・Z国間の物価比から間
接的に計算されるⅩ国・Z国間の物価比と、Ⅹ国・Z国間で直接計算される物価比
が同じ値になる性質）を保つために、研究開発費の各費目の加重平均ウェイトは、
いくつかの国の費目の構成比の単純平均値としている。また、各費目の購買力平
価としては、機械設備については研究開発用の機械の重量当たりの単価を、労働
コストについては熟練技術者・科学者、技能者、サポーティングスタッフの一人
当たり平均賃金を求め、それを各国の平均使用量（平均人数）をウェイトとして
加重平均した値を用いている。（注9）
おそらくこれは初めて、多国間のR＆D購買力平価の算定を行ったものである。
（2）マクドナルドの後、1979年のO E C Dの資料でR＆D為替レートの試
算がされている。［6］ここでは、マクドナルドが行った各国均一バスケットとい
う考え方は残しつつも、若干、方法を修正している。マクドナルドの方法では、
研究開発用の財の価格、数量データが必要であるが、データの入手の問題が避け
られないことを考慮し、ここでは下位費目の購買力平価としてI C P事業の購買
力平価の値（1975年にE E Cが作成した購買力平価の項目別の値）を用いて
いる。
（3）その後、フラスカチ・マニュアル（科学技術に関する国際的な統計の整合
性を高めるための専門家による指針）の1980年の改訂版及び1992年改訂
版の草案に、「R＆D為替レート」についての記述がある［7］［8］。（2）のOE
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CD資料とほぼ同様の計算法について説明をしている。そして、それらの研究結
果をまとめて評して、R＆D購買力平価の算定においては、各国に共通的、かつ
整合的な教皇及び価格データ入手は難しい面があり、データの捕っていない国に
ついては推計せざるを得ないことから、おおまかな推定にとどまっていると結ん
でいる。（注10）
（4）先行研究では、いずれも研究開発費の通貨換算にGDP購買力平価を用い
ることは、適切ではないというのが、前提として認識されている。それは本稿前
節の検討結果と一致するものである。
これまでの研究によって、R＆D購買力平価が必ずしも指標として確立しなか
ったのは、フラスカチ・マニュアルでも指摘しているように、各国のデータが完
全に揃わないため、ラフな推計にとどまっていたためである。
（注9）　マクドナルドの計算方法も正統的な価格指数埋論に則ったものであり、その後の研究も
大筋ではそのスタイルを踏聾している。しかし、データの取り方など細目については、本人も斬っ
ているように綿密ではない点がみられる。
例えば、労働コスト及び機械装置という吾目については、費目に含まれる研究者の賃金及び各機
械装置財について各国の共通顎のバスケットを仮餌した。
すなわち、労働コストについては、研究開発従事者数の各国の平均値、機械装円については18
種類の商品分類についての各国の平均出荷量を用いた。推定される各国の各商品の単価を平均数量
によって加重平均するものである。
機械装置については、研究開発に使われる機械類の同内r11荷畳で計算するという考え方でありな
がら、実際には研究に用いられる機械類の統計は極めて不備であるため、テレビ、ラジオ、ポンプ
など、多くは研究用機械とは認められないものを選んでいる。また、研究開発に使われる量ではな
くて、その国内全出荷羞（重昂ベース）を使っている。また、その機械装置の価柄については、各
国の当該機械装置の貿易額と貿易竜（これも研究用途に限ってはいない）から、平均価格を導くと
いう大ざっはな推計をとっている。
さらに、経常費については、購買力平価の推定が難しいとして為替レートを用いている。
労働コストについては研究者の給与水準を用いているが、各国のデータの欠損が多い。
全般に、データが取れる同の平均をもって、対象国の全平均とみなしている。
（注10）なお、当研究所では1992年に木研究と同様の観点からレポートを作成している。［g］
この他、先駆的な研究としては、フラスカチマニュアルにおいて、1950年代の、英国のフリー
マンによる研究が言及されている。
ここに述べた以外の研究については、探索した限りでは、兄い出し得ていない。
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（5）R＆D購買力平価の開発にあたって、現時点での問題意識は以下のように
まとめられる。
①R＆D購買力平価の研究の必要性の増大
R＆D購買力平価の研究は1970年代に、僅かに欧州（英国やOE CD）で
検討が行われたが、その後しばらく研究が途絶えている。
1970年代は、主要国では管理為替制度から変動相場制に移行した時期であ
り、また、I C P事業が始まった時期でもある。そのような状況とR＆D購買力
平価の過去の研究は無関係ではなかったと考えられる。その後対米為替レートは、
1980年代前半にドル高基調で推移し、購買力平価とのギャップは縮小したが、
1980年代後半から、主要国の対米為替レートは大きく上昇し、購買力平価と
の乖離が大きくなった。そのような金融情勢に加え、現在は科学技術政策におけ
る国際関係の重要性が高まっていることから、研究開発分野についての購買力平
価による比較が重要性を帯びる状況になっている。
また、経済の国際的な結びつきが強まり、購買力平価による換算が広く行われ
るようになった。特定分野にO E C D等の購買力平価換算を用いるのは必ずしも
適切でないが、現状、O E C Dの購買力平価がそうした留意が払われずに使われ
ている傾向がある。そうした点からも研究開発分野に固有の購買力平価を算定す
る意義は高い。
科学技術の分野における日本の地位は1970年代から比べ現在は格段に上昇
した。こうした中で現在の日本を起点とした研究を行うことにより、R＆D購買
力平価の有用性が新たに認識できるものと考えられる。
以上のことから、今日において、R＆D購買力平価の検討を進める意義は大き
いものと考える。
②適切なデータを利用した緻密な計算
これまでのR＆D購買力平価の研究は、おおまかな推定値であった。R＆D購
買力平価を国際的な指標として用いるためには、より緻密な計算を行う必要があ
る。そのためには、研究開発の投入構造を詳細に分析し、適切な価格データをあ
てはめていく努力が必要である。これまであまり明らかではなかった研究開発費
の中身を、統計を十分活用して推定する努力が払われるべきである。また、その
価格データの正確な推定をするべきである。過去の研究の後、購買力平価やその
他の統計類の充実がみられ、環境が整ってきている。すなわち、購買力平価はI
CP事業が期を重ねるにつれ、きめ細かく算定されるようになっている。I CP
事業への参加国は増加し、E S CAP諸国についてもR＆D購買力平価が算定で
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きるようになった。科学技術関連指標についてはフラスカチマニュアル等で整備
され、また、各国のGDP指標は改訂SNAに準拠されてきている。これにより、
統計上の各国比較が容易になっている。これらを十分活用して、より線密な方法
で、R＆D購買力平価を算定する環境が整ってきた。
③購買力平価の性質に適合した集計方法
マクドナルドの研究の手法、すなわち、研究開発費を下位費目に分解して、下
位費目の購買力平価の値を、その割合によって加重平均するというのは、明解な
方法であり、その後の研究にも受け継がれている。しかし、研究開発費の下位費
目の購買力平価の集計方法にはヴァリエーションが考えられる。
OECDの1979年の研究にみられるように、研究開発費の投入品目の個別
の価格、数量データ取得の困難性からみれば、購買力平価の値として、I C P事
業の購買力平価データを用いることが妥当である。その際、再集計の方法として
各国一律平均ウェイトを用いるのも可能な方法である。しかし、OECD等の購
買力平価の値を使う際には、次章に述べるように購買力平価の性質に適したウェ
イトによる加重平均の方法が考えられる。すなわちG－K法の性質により、国際
ドル表示の購買力平価で評価し直した各国の各費目の支出金額の構成比を、各費
目の加重平均のウェイトに用いるのが自然な計算法である。（注11）この方法
によれば、GDP全般に係る国際価格と各国の購買力平価を前提とすることによ
り、計算の対象国の研究開発費の各費目の金額のデータからその国の各費目のウ
エイトを作ることができ、他国には影響を及ぼさない。この点、各国均一のウェ
イト付けをする場合は、理論的には対象国が一つ増えるたびに平均ウェイトを変
えて、全対象国の計算をし直す必要がある。それに比べてこの方法では、そうし
た煩雑さは生じず、一回計算した各国の値を変えなくて良いという利点がある。
（注11）OECD等の購買力平価データを使う場合、その価格及び数量データを前提とすること
になる。G－K法の計算によって算出された購買力平価の倍は、下位の項目の購買力平価の倍を、
実質金額によるウエイトで加重平均すると、上位の項目の購買力平価が求められる性質がある。
（各支田項目の実質金額と国際ドル表示の購買力平価の行列加法性）
これは上位の項目の購買力平鏑をPPP．、下位の項目の購買力平価をPPPi、Pを各国の価格、Qを
各国の数量、Ⅲを国際価格とすれば、調質力平価の定義より、PPPl＝Pi／　niであり、PPP】・］汀i
＝P題なので、
PPP＝∑（PIQl）／∑（niQi）に代入すれば、
PPP．＝∑†PPPl・（nlQi／∑nIQり1となる。
この性覚を用いるのが、G胃K法の輯貝力平鏑の自然な応用法といえる。
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3．R＆D購買力平価の試算
3．1　基本的な考え方
（1）概説
研究開発に投入される諸財についての購買力を総合的に表現する通貨換算レー
トとして、R＆D購買力平価を試算した。
基本的な考え方は、現在算定されているOECD等の購買力平価は、各項目の
購買力平価を統合して、上位の項目の購買力平価を表すことができる構造となっ
ているので、研究開発費の各費目に相当する購買力平価を推定し、それらを加重
平均することによって、研究開発費全体の購買力平価を算出できるというもので
ある。
本稿では、日本、米国、仏国、独国、英国、韓国の間で計算した。OE C D加
盟国である日米仏独英間では、OE CDの購買力平価を、日韓間はE S CAPの
購買力平価を用いる。日本はOE C DとE S CAPに両方属しているので、日本
の値を使って、韓国の債をOE C D諸国と比較すること、いわゆる橋渡しが可能
である。
OE CDの購買力平価では、GDP支出の55項目のデータの他に、190項
目余のBasic Headings（最も基礎となる小さい項目）の購買力平価も利用する
ことができる（注12主　これによって、研究開発費により適切な購買力平価を
算出できる、つ
1985年度の研究開発の各費用の割合を乗じ、その総和をもってR＆D購買
力平価とした（注13）。
（2）過去の研究との違い
第2章で述べた過去の研究とは、概要、以下の点で異なっている。
①研究開発費の各費目の購買力平価を、OE CD等の購買力平価や産業連関表
の詳細データを用いて、きめ細かく推定した。
（診費目を基本的に6個（人件費、その他の経費、原材料費、機械設備費、土地
建物費、その他の有形固定資産費）に細分化した。（注14）
③研究開発費の各費目の購買力平価の全体への集計方法について、OECD等
の購買力平価の集計法を応用した。
④従来はいくつかのOECD諸国についての算定であった。今回は、OECD
諸国を中心としつつも、E S CAPのデータ［10］も使用してE S CAP諸国
も含められるようにした。
⑤1985年を基準として、前後の各年の値の推定を行った。
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なお、当研究所の1992年のR＆D購買力平価の算定と比べても、上記の点
などにおいて改良している。［g］
（3）注意すべき点
本算定は、購買力平価の各項目の値が、それが相当している研究開発費の費目
の価格水準を表すことを前提としている。
OECD等の購買力平価は、各国の商品の価格と支出額に依拠している。した
がって、仮にそれと同じやり方で、研究開発費の各国間の購買力平価を算定しよ
うとするなら、研究開発に用いられる商品・サービスの各国の価格と支出額のデ
ータをベースとし、それから国際価格を求め、R＆D購買力平価を算定すること
になる。しかし、現実には、各国の研究開発用の商品・サービスの価格水準の調
査は困難である。
そこで、本稿では、研究開発費の各費目に相当する購買力平価の値をもって、
研究開発費の価格水準を表すものとした。GDPの各項目に細分化された数値の
うち、適当なものを使えば、GDP全体の購買力平価の値を使うよりは、研究開
発費に適切な結果となると期待した。しかし、それも、研究開発費の価格水準を
完全に表したものではないので、今回、採用した購買力平価の倍は、利用可能な
価格の数値のうち、一番類似性があるものを選んだというべきであろう。
（注12）　厳密には、研究開発の価格水準を表し、R＆D購買力平価の算定に用いられるのは米
ドル表示の購買力平価の僻ではなく、国際ドル表示の購買力平価（実質金額に対する名目金額の比）
である。
（注13）　このように、経済一般に関する指標を基に、研究開発の費目別の金額をウエイトとす
る加重平均により、研究開発の特性に応じた指標を計算している例として、研究開発デフレーター
がある。総務庁の科学技術研究調査に参考表として、実質研究費が掲げられている。その実質研究
費を求めるにあたっては、研究開発デフレーターを台成している。それは、研究開発費のうち、人
件費には賃金指数、康材料費には卸売物価指数（国内原材料）、土地には市街地価格指数、建物に
は建設工事費デフレーター（非住宅）、機械・器具には卸売物価指数（機械・器具）、その他には消
費者物価指数（生鮮食品を除く）を使っている。
（注14）日本の総務庁統計は6分類であることによる。独、仏、英国については、その他の有形
固定資産を除いた5分類とした。
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3．2　算定方法
3．2．1　購買力平価の加重平均
OE CDの資料［2］に掲げられている購買力平価の数値のうち、GDPの任意
の項目の「実質金額（ドル）に対する名目金額（各国通貨）の比」（注15）は、
国際ドル表示の購買力平価を表す。その値を、各項目の実質金額をウェイトとし
て加重平均すると、それら全体に対する国際ドル表示の購買力平価が求められる。
表2に日米を例として示す。この性質を利用して、ある国の研究開発費の各費目
の実質金額をウェイトとして、研究開発費の各費目に相当する国際ドル表示の購
買力平価を加重平均することにより、その国の研究開発費全体の国際ドル表示の
購買力平価が求められる。この加重平均を、各国で行う。各国間の国際ドル表示
の購買力平価の比をとることにより、米ドル表示のR＆D購買力平価が求まる
（注16）。
その結果、以下の式1で表される調和加重平均となる。
それを数式で表すと以下のよう。
研究開発費の各費目の割合をW－，W2，‥・Wmとする（mは費目数。）。
研究開発費の各費目に相当する国際ドル表示の購買力平価を、Kl，K2，‥・Km
とする。（実質金額に対する名目金額の比）
研究開発費の全体の国際ドル表示の購買力平価を、K Cとする。
Wl－W2」一・‥Wm
K o＝
（Wl／Kl）十（W2／K2）・・・十（Wn／Kn）　∑（W／K）
いま、日本の研究開発費全体のKをK CN　とし、
米国の研究開発費全体のKをK OA　とすると、
米ドル表示のR＆D購買力平価（RDPPP：円／ドル）は、
RD P P P＝K oN　／　K o＾
これを二国間すべてについて行う。
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（式1）
（式2）
価格比（）衰 2　　　 日米 の G D P 各部 門 の国 隙価 格 に対 す る価 格 比 （K ）
目
日米 の K （p Q ） ① 匂）
の算定 値
GDP支 出項 目
日本 の K の値
表 1 の
名訳 苦 ク志
（円／ ドル ）
米 国 の K の僅
（ドル／ ドん）
参 考
買 力率
円 ／ ＄
OECD
資料
参 考
寅力 平
（葛 夕 品 ）
1 人消 費 212．3 0．997 2 132 12．9
2 食料 、飲料 、 たば こ 271．9 0．925 294 293．8
3 食料 272．7 0．918 297 296．9
4 バ ン及 び穀 類 270．9 1．04 2 260260．1
b 閃 J．化．J U．8U l 4bb 4b4．’／
6 魚 235．5 0．850 277 277．1
7 乳 製 品 、卵 276．0 0．92 3 299299．0
8 油 331．7 0．990 335 334．9
9 野 糞 ・果物 304 ．4 1．00 7 302 302．4
10 他 の 食 品 247．8 0．937 264264．4
11 三タ1 こノ ● 1．Uこ34 ● JZb．．／
12 非 アル コー ル 273．2 1．066 256 256．2
13 アル コー ル 369．4 1．019 363 362．5
14 た ば こ 197．4 0．84 3 234 234．1
15 衣類 ・くつ 2 19．2 0．921 238 238．0
16 衣 類 221．8 0．914 243 242．6
1．′ くつ 1測 ．リ U．Ub l ZU’／ ZU．！．1
18 家賃 ・光熱 183．1 1．163 157 157．5
19 家 賃 及 び水 道 料 171．7 1．28 8 133133．3
20 光 熱 268．9 0．844 3 19 318．7
2 1 家庭 雑 貨 225．7 0．916 246 246．4
22 家 具 410．0 0．84 2 487 486．9
ZJ 琢 磨 用l戟稚 ZZ4．9 1．1U Z ZU4 ZU4．1
24 家 電 207．0 0．98 7 2 10 209．8
25 そ の他 財 ・サー ビス 218．6 0．916 239 238．6
26 医療 ・保健 139．7 1．308 107 106．8
27 医療 ・茎 品 172．2 1．435 120 120．0
28 医療 保健 サー ビス 136．8 1．279 107 107．0
● 公共 医輝 保 健 lbb．J 1．4こil lUU 1UU．Z
30 輸送 ・通信 236．4 0．84 6 280 279．6
31 個 人輸送 財 178．1 0．951 187 187．2
32 輸 送 運転 421．2 0．704 598 598．0
33 輸 送 サ ー ビス購 入 208．4 1．265 165 164．8
34 通 信　 一 166．9 1．085 154 153．8
Jb 祭 暇 ・1だ肯 ZZ4．9 U．測 1 ● ZZ9．3
36 余 暇 用 品 205．7 0．928 222 22 1．7
37 娯 楽 ・教 養 サ ー ビス 207．4 0．947 2 19 2 19．0
38 本 ・雑 誌 237．8 0．83 3 285 285．5
39 教 育 241．6 1．034 234 233．8
40 その 他 の財 230．3 0．928 248 248．3
41 レス トラ ン等 JIZ．1 U．肘 3 3’′b J．／4．8
42 そ の他 の 財 サ ー ビ ス 192．8 0．995 194 193．7
43 海 外購 入 214．5 0．984 2 18 218．1
44 府 消 費 197．7 1．104 179 179．1
45 公薗 定 資本 形 成 255．8 0．930 275 275．2
46 建 設 274．1 0．923 297 297．0
4 ．！ 眉．1王用 j匪卍 J4 1．Z U．掴 ’！ 4UJ 4UZ．8
48 非 居住 建 設 259．4 0．956 27 1 27 1．5
49 土 木 250．8 1．06 1 236 236．5
50 機械 設 備 231．0 0．938 246 246．3
51 輸送 鰻 絨 203．1 0．962 2 11 2 11．1
52 非 電気 機 械 24 1．8 0．895 270 270．0
bこ3 電 気1環横 ZJb．1 1．114 Z IZ Z ll．U
54 庫増 271．0 0．9 12 297 297．3
55 出 ・輸 入 バ ラ ンス 202．3 0．855 237 236．6
56 国内総 生産 22 1．9 1．000 222 221．9
K の値 とは 、 各部 門 の 名 目金 額 を実 質 金額 で除 し た値 で あ る。
資料 ：衰 1 に 同 じ。
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（注15）　注12で述べたように、加重平均の対象となる購買力の値は、国際ドル表示の購買力
平価である（実質金額に対する名目金額の比。本稿では、米ドルを基準として表される購買力平価
と区別するため、国際ドル表示の購買力平価と呼び、Kと表す。）。GDPの各項目の実質金額
（ドル）をR、GDPの各項目の名目金額（各国適1号）をNとすると、K＝　N／R　となる。な
お、Kは、O E CD等の購買力平価の米ドル表示価に近似した値である。各項目についてKが求め
られる（表2の列①、列②参照）。本試算では、Kを与件とする。
また、E S CAPの横田力平価の資料では、米ドル表示ではなく、国際ドル表示となっている
（アジアドル）ので、そのままKの僻として使った。
ここでいう実質という語は、時系列で拝所指標をみるときに不変価格表示で表すこと（一つの方
法としては、名目金轍を物価＿上昇率で割ることなど）とは違う意味である。ここでは、空間比較に
おける不変価格表示という点味で用いている。
（注16）　加市平均の計算を補足すると、加重平均の対象は、研究開発費の各費目に相当するK
である。加重平均のウェイトは、研究開発費の各円円の実質金額（研究開発費の各項目の額を、各
項目に相当するKで測った金額）である。加重平均で求められるのは、研究開発費全体のKである。
これを式で表す。研究開発費の各費目の額をⅩ1，x2，‥・Xmとすれば、Kを、研究開発費の実質
金額（Ⅹ／K）で加重平均するので、
Kl（Xl／Kl）＋K2（x2／K2）＋…・K，n（Xm／Km）
K C＝
（Xl／Kl）＋（x2／K2）十‥‥（Xm／Km）
Ⅹ1＋　Ⅹ2　－L…・Xm
（Ⅹ1／Kl）一一（x2／K2）＋‥‥（Xm／Km）
となる。いままでは、研究開発費の各費目を研究開発費全体にIfiめる割合という形で表してきた。
これを利用するため、式を変形する。各費口の甑は、
Xl＝∑ⅩドWlと表せるので、これを　上の式に代人すると、式1となる。
l
さらに注4により、
各項目の米
ドル表示の
∑（PNドQNi）／∑（nドQNi）
l l
購買力平価　　　　　∑（PAドQAi）／∑（nドQ∧i）
NN／RN KN
NA／R∧　　　　　　KA
このため、米ドル表示のR＆D購買力平価は、式2のように、日本側（KN）を米国側（KA）で
除して、求める。
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3．2．2　研究開発費の各費目の価格水準についての仮定
人件費、機械・器具・装置等、土地・建物等、その他の有形固定資産購入費、その
他の経費、原材料費について、各国の価格水準に以下の仮定をおく。（注17）
仮定1　人件費の購買力平価は、OECD等の購買力平価の公務、教育部門の人
件費の購買力平価が、表すとする。
仮定2　機械・器具・装置等の購買力平価は、OECD等の購買力平価の固定資本
形成のうちの機械設備部門の購買力平価が、表すとする。土地・建物等は、
同じく固定資本形成の非居住用建築部門の購買力平価が、表すとする。そ
の他の有形固定資産購入費は、固定資本形成の購買力平価が、表すとする。
仮定3　その他の経費（研究開発費全額から人件費、原材料費、有形固定資産購
入費を除いた残余）の内訳は、個人消費に関連する費用が多い。しかし、
個人消費の購買力平価の項目は多岐にわたっており、中には、研究開発費
に関連があまりないものもある。したがって、個人消費の各項目のうち、
食料、医療、娯楽などあまり研究開発に相当しないものは、除外する必要
がある。そのため、各国の産業連関表から研究部門に多く投入する種類の
財・サービスを選び、OECD等の購買力平価のうち、それに対応した購
買力平価を選ぶ。
具体的には、電力、通信、出版印刷、事務用晶などである。それらの購
買力平価を統合し、その他の経費の購買力平価を表すとする。
仮定4　原材料費の購買力平価は、各国の産業連関表から研究開発部門に多く投
入している機械修理、調査情報サービス部門に相当するOECD等の購買
力平価を用いる。また、典型的な貿易財とみなせる石油化学製品などの一
部の基礎的な原材料については、為替レートにより価格が変動するとみて、
為替レートを用いる。それらの値を統合する。
（注17）仮定について、以下のような注意がある。
人件費については、政府、教育双方の俵の平均をとった。（参考資料2）
その他の経費については、電力、出版印刷、不動産、電気通信、他の事業所サービス、石油製品、
金融、その他製造業には、それぞれOECI）の購買力平価の値のうち、電力、書籍・雑誌等、不動産、
通信、建物管理修繕サービス、石油襲品、金融サービス、事務用品を充てた。
京材料費については、機械修理にはOECDの購買力平価の機械を、調査情報サービスにはOE
CDの購買力平価の「その他の財・サービス」を、基礎的原材料には為替レートをそれぞれ用いた。
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3．2．3　算定式
①以下の変数をおく。各部門のKは、国際ドル表示の購買力平価。
（注18）
各費目の価格水準を表す値
人件費の　K
原材料費の　K
固定資本形成（非住居用建物）の　K
固定資本形成（機械設備）の　K
固定資本形成（大項目）の　K
その他の経費の　K
各部門の全費用に占める割合　（注19）
人件費
原材料費
有形固定資産購入費
土地建物等 WF C O N
機械・器具・装置等　－　WFM
その他
その他の経費
（これらの総和は1になる。）
K P
KM
K F C O N
K FM
K F A
K O
（注17の続き）　原材料費に含まれる一部の財については、工業同間で貿易最が多く、為替変動
が迅速に価格に反映されるものがあると考えられるので、為替レートでその価格比が表されると仮
定する。
各国について、それら項口のウェイトで加重平均した。
その他の経費と原材料費については、日本、米同、仏固、韓国について、産業連関表から主要な
投入品目を拾いだし、拾い出した品目の金額の合計に対するウェイトで加重平均して購買力平価の
算定を行う。産業連関表の分類は、同によって違うので、主要品目とする基準も異なってくる（部
門数については注27を参照）。研究開発部門の全中間投入額に対して、一品目が2％から4％以
上を占めるものを主要品目とした。なお、購買力平価の項目に対して、対応する産業連関表の投入
部門が複数ある場合には、複数の項目の和を求めた。独国、英国については、産業連関表で、研究
開発についての項目がないので、簡便な推計法として、日米仏国の研究開発への投入が多い共通部
門の単純平均値をとった。
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②各国の研究開発費全体の国際ドル表示の購買力平価　Ko　を求める式は以下の
ようになる。
Ko　＝l／（YP／KP＋YM／KM＋VFCON／KFCON＋YFM／KFM＋YX／KFA＋YO／KO）
③同様に、各国の研究開発費全体の国際ドル表示の購買力平価　Koを求める。
④米ドル表示のR＆D購買力平価を、式2により求める。
⑤各年の購買力平価
1985年以外の年については、OECDの購買力平価の推計法にほぼ倣った。
OECDは1・985年の購買力平価の値に、各国の物価上昇率の比率を乗じて、
各年の値を推計している。本稿では1985年のR＆D購買力平価に、各国のG
DPデフレーターの比（1985年を基準とするデフレーターのある国の値を他
国の値で割ったもの。）を乗じた（注20）。
（注18）　EC加盟国については、OECDの購買力平価では、特にEC域内についてだけの購
買力平価も計算している。OECDの資料では、購買力平価に関するデータについて、EC加盟国
について、EC価格を基にOECDの価格として計算された場合と、EC域内の価格による場合と
二通りで掲げている。後者の場合、EC加盟同（本稿では仏独英国）のデータを直接、日本、米国
と比較することはできない。EC価格をOECD価格に変換することが必要である。したがって、
EC各国のデータでE C価格表示のものは、そのようなコンバージョンを行った。
（注19）　各国の締費割合については、データの制約により、いくつかの推計をしている。
米国の算定の基となる研究開発費の内訳については、手持ちのデータ［11］を基に、OECI）の資
料［12］を参考にした。そのデータでは米国の産業界の研究開発費を、人件費、原材料費、間接費に
分けている。間接費の内訳（有形資産購入費、その他の費用など）については、日本の同じ項Rの
割合を用いて推定した。
欧州各国の経費割合については、基本的にOECDの資料［12］からとっている。仏国の経費割合
は、1985年の政府部門を除く、産業、高等教育、非営利研究機関の合計についてのものである。独
国の産業部門の拝所割合は、有形固定難度のうち土地建物と機械設備が分かれていないので、政府
等の同じ割合を用いて推計した。
仏、独、英、韓国のその他の締費と原材料費の割合については、日本の同じ割合から推計した。
（注20）　各年の延長推計に用いる物価指数については、GDPデフレーターを用いているが、
各国で検討が進められているR＆Dデフレーターが整備されれは、それを使用することができる。
（注21）　康材料費の部分の各年の延長推計については、各年の為替レートにより、その年の爛
貿力平価が表されるとした。これを数式で表すと以下のよう。
t年の米国に対するR＆D購買力平価をRDPPP t、為替レートをEXRt、
1985年を100とするGDPデフレーターの米国に対する比をD tとする。
1985年の為替レートを価格水準比とする項目の■liめる割合をXとする。
RDP P P t＝（RDPPP85　r EXR85・X）・D t＋EXRt・Ⅹ
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なお、為替レートで表される部分については、為替レートに従って、価格水準
が変動するものとした。為替レートが適用される部分と残りの部分のウェイトで、
各年の為替レートとR＆D購買力平価の加重平均をとった（注21）。
3．3　人件費、その他の経費、原材料費等の価格水準
3．2．2で述べた各項目の購買力平価の仮定について説明を加える。
3．3．1　人件費
OECDの購買力平価で人件費に関する値としては、政府消費のうち、政府部
門雇用者所得（Governmental Compensation of Employee）と教育部門雇用者所得
（Educational Conpensation of Employee）がある（注22）。
この2つを統合して、研究開発の人件費の価格水準を表す購買力平価とした。
なお、このOE C Dの購買力平価の人件費は、各種の職種の給与を算定に含めて
いるが、研究開発部門の人件費は算定に含まれていない。
1985年のOE CDの購買力平価のデータからみると、日米仏独英について
は、143円＝1ドル＝5．75アラン＝2．13マルク＝0．37ポンドとなる。
（注22）　GDPは、商品をベースとした支＝面の他に、分配の側面からもみられる。国全体の
人件費は、GDPでは、およそ分配面の雇用者所得にあたる。一方、OECD等の購買力平価は、
算定を支出の面に置いている。そのため、人件費全体の価格水準は購買力平価では直接、表される
ものではない。購買力平価には、主には政府・教育部門の人件費の価格水準しか含まれない。
なお、研究者に対する人作費が、大部分が研究者の生活費として使われると考えると、個人消費
の購買力平価が、研究者の生活費の物価水準を表し、ひいては、研究者の人件費の価格水準を表す
との考え方もありうる。しかしながら、その考え方には注意が必要である。ここで問題にしている
人件費の価格水準とは、企業や大学が研究者を雇う際に発生する費用の価格水準であり、研究者の
消費生活における価格水準ではない。したがって、その考え方が成り立つのは、各国の研究者が、
給料を全部消費し、かつ、まったく同じ質・量の消費をする場合のみである。しかし、実際には各国
の研究者の生活様式、生活水準は違う。すなわち、消費の質も量も異なる。また、消費だけでなく、
家計の貯蓄率も異なる。人件費に個人消費の購買力平価をあてはめるのは、早計である。
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人件費は研究開発費の4割から5割を占める最大の項目であり、全体に与える
影響が大きい。ここで用いている人件費の購買力平価は、OECDの購買力平価
の政府部門と教育部門の人件費の平均値であるが、それが研究開発の人件費の価
格指標として用いることが適当か、検討する必要があろう。
研究者という職種について平均の月次給与を比較することが考えられる。デー
タが取得できた日米について比較してみる。一般に各国の給与水準を比較をする
際には、社会保障負担や諸手当などの含有など細かい点で考慮が必要である。し
かし、現状では米国側のデータは、細かな注意点は摘みきれていない。そのため、
以下は、おおざっぱな比較にとどまる。
その結果、1985年の日米の研究者の月給比は133．4円／ドルである。
購買力平価の人件費比の142．9円／ドルとは、6．8％程度の違いである。
（注23）GDP全体の購買力平価222円／ドルからのカイリから比べれば、
それほどの大きな違いはない。したがって、日米間の比較からみる限り、政府・
教育部門の貸金の購買力平価を、研究者の人件費に用いても大きな誤りではない。
（注23）　1989年の日米の研究者の給与を比較する。日本の民間の研究所に勤務する研究者の平
均給与は、月472．300円（ボーナスの各月均等測分を含む）である［13］のに対し、米同の産業の研究
者の平均給与は月4，026ドルである［14］。これから日米の人作費の襖算レートを計算すると、117．3
円／ドルである。GDPデフレーターの比で1985年の肺に遡ると133．4円／ドルである。購買力
平鏑の人件費比の142．9円／ドルと比べると、約6．8％の円高である。
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また、韓国については、ESCAPの購買力平価の資料では、人件費に関する
データが得られないことから、他の方法により推計する。
研究部門の人件費価格水準を国際的に比較する簡単な方法として、マクロの統
計を用いて「研究者一人当たりの年間平均人件費の比」という指標を割り出すこ
とが考えられる。（注24）各国の研究開発に関する人件費と、研究者数から、
各国の平均人件費を求める。
そして、ある国の平均人件費／他方の国の平均人件費（当事国通貨ベース）が、
2カ国間の人件費の比を表す。
日本と韓国の間でこの計算を行い、得られた値を日本と欧米の購買力平価の値
に、リ　ンクさせることができる。［15］
なお、人件費に研究開発固有のデータを用いるという意味では、このような指
標でみることが望ましいといえるが、現段階では、研究者一人当たり年間平均人
件費を多国間で用いるには、データの制約から難しい面がある。（注25）
（注24）　研究者の行う研究活動を一種の商品とすれば、一人当たり人件費は商品の価格を表す。
二国間の「研究者一一人当たり年悶平均人件費の比＿】は、二国間の商品の価格比を表す。商品の価格
比は、原理的に当該商品の二国間の隅田力平価そのものである。そのため、人件費については、こ
の指標を用いることもできる。
（注25）　日韓については、ES CAPのベーシックヘッディングスレベルの人件費の購買力平
価の倍が得られないので、この折襟を用いた。
研究開発部門の人件費の購買力平価は、研究開発に固有のデータを用いるという意味では、研究
者の月次給与データや、研究者一人当たり年間平均人件費からみることが、概念的には望ましいと
もいえる。
そこで、この指標の性質について検討を行った（参考資料4参照）。就業者一人当たり雇用者所得
などの他の経済指標とは時系列的に独立性を有することが認められる。しかし、分母の研究者数に
研究者以外の研究従事者数（研究補助者等）を含めるか否か、あるいは国による研究者の諸階層分
布の違いなどの点があり、厳折にはデータの同質性を維持する必要がある。実際の運用では二国間
ならばコントロールは可能であるが、統計制度の異質性が排除できない多国間で用いるには難しい。
したがって、多国間では購買力平価の人件費の僻を使う方が適当と考える。本稿では、研究者一人
当たり人件費は、日韓間についての補助的な方法として用いた。
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3．3．2　その他の経費
産業連関表の研究開発部門の投入表から、その他の経費に該当する支出の状況
を把握することができる。各国の1985年の産業連関表等によって、研究開発
部門の投入構造を調べる。［16日17］［18日1g］
研究開発に対する投入部門をその性質によって、その他の経費と原材料費に振
り分ける。その他の経費に該当する項目のうち、割合が大きい項目を拾い出す。
各項目の購買力平価は、相当するOECDの国際ドル表示の購買力平価の各項目
の値によって与えられる。産業連関表を分析した結果、電力、通信、出版印刷、
事務用晶などの項目が含まれる。
それらの購買力平価の値を、その他の経費に該当する各項目が、それら項目の
金額合計に対して占めるウェイトによって、加重平均する。（注26）
ただし、1985年の産業連関表で、産業の自家研究（企業が事業に付随して
行う研究）を独立させているのは、日本だけである。他の国は、政府機関、教育
部門及び一部の産業（独立研究機関：研究だけを単独事業として行う場合）だけ
となっている。各国とも、産業の自家研究部門が大きなウエイトを占めているの
で、産業の自家研究を除外するわけにはいかない。そのため、日本以外の各国の
自家研究については、日本の自家研究の投入構造をもって、推定することにした。
（注27）
（注26）　日本胃韓国間はE SCAPのデータによる。OECDは190項目のデータがあるが、
E SCAPは55項目のデータしか発表していない。そこで、日韓間の購買力平価は、OECDの
購買力平価の項目に類似した55項目分類の構日力平価の値を用いた。
（注27）　日本以外の各国の投入構造のうち、公的部門は、米国は144部門の日米産業連関表
によれは、教育研究の部門がある。仏国は日仏産業連関表では86部門であり、研究開発に関して
は国公立研究と教育研究がある。韓国は日報産業連関表では274部門であり、研究開発に関して
は国公立と非営利研究がある。しかし、米仏韓とも、自家研究の部門は産業連関表にない。各国の
産業部門の投入構造は、日本の投入構造で類推した。各国の産業部門の投入構造に各国の産業部門
の研究費割合を乗じ、各国の公的研究投入構造に、公的部門の研究費の割合を乗じたものを加えて、
各国の投入構造を求めた。独英については、注17を参照。
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3．3．3　原材料費
研究開発に用いる原材料とは、総務庁の科学技術研究調査報告によれば、「研
究のために要した原材料、部分品費、試作品費（一部の機械、装置、器具等を含
む）」としている。
その他の経費と同様に、産業連関表から研究開発部門の投入構造をみる。研究
開発部門に投入される原材料としては、調査情報サービスや石油化学・無機化学
製品などが多い。
それらの項目に対応する価格としては、調査情報サービスには、OE CDの購
買力平価の55項目分類の中から、「その他の財・サービス」の価格を用いた。
一部の原材料については、為替レートにより、各国の国内価格が速やかに調整
されると考えられるので、為替レートを用いた。
3．3．4　土地・建物等
研究開発費の中には、研究所、実験場として用いる土地の購入費が含まれる。
しかし、土地の使用価値は将来にわたって減少しないことなどから、購入費用を
そのまま研究開発のコストに算入するのは、不合理である。
R＆D購買力平価の試算で、今回は土地購入費を除外した。研究開発費のデー
タ中、土地購入費と建物費は分けられないので、便宜的に、この項の全額を建物
に関する費用とみなした。また、その価格水準については、土地価格は考慮せず、
建物の価格だけを考慮することとし、OECD等の購買力平価の55項目分類か
ら非居住用建物の値を用いた。
なお、土地売買額はGDPや購買力平価の算出には含まれていない。
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3．4　試算の結果
研究開発費の各費目の割合と購買力平価の値を表3、また、R＆D購買力平価、
為替レート、GDP購買力平価の関係を図5に示した。
（1）R＆D購買力平価とGDP購買力平価の関係
各国通貨とも対米ドルのR＆D購買力平価はGDP購買力平価よりも、ドル安
・自国通貨高になっている。その原因は、研究開発費の費目別にみると、人件費
の購買力平価がGDP購買力平価に比べて自国通貨高になっていることである。
日本円については、1992年にR＆D購買力平価はGDP購買力平価に対し
て17％程度の円高である。
（2）R＆D購買力平価と為替レートの関係
1985年当時、為替レートは全般的にドル高基調だった。その後、全般に対
米ドル為替レートは、ドル安各国通貨高になった。そのため先進国の通貨では、
ドルに対するR＆D購買力平価と為替レートの関係は逆転してきている。
日本円については、1986年以降、対米ドル為替レートは、R＆D購買力平
価よりも円高で推移している。R＆D購買力平価に対する為替レートの円高側へ
の乖離が定着したのは、1973から75年の一時期を除くと、初めてみられる
現象である。1992年には、為替レートはR＆D購買力平価に対して22％程
度の円高である。
（3）研究開発費の換算結果
ここで求めたR＆D購買力平価を用いて、各国の研究開発費の日本円への換算
を行った。図6－1中の実線で示した。米国の研究開発費を円換算する場合、1
992年は、R＆D購買力平価によって換算すると、GDP購買力平価で換算す
るのに比べ、約17％少なくなる。図6－2は、逆に日本の研究開発費を米ドル
に換算している。1992年は、日本の研究開発費をR＆D購買力平価によって
換算すると、GDP購買力平価で換算するのに比べ、約20％多くなる。（注2
8）
図7はR＆D購買力平価による各国の研究開発費の日本円換算を並べて示した。
以上で用いたR＆D購買力平価の各年についての延長推計値を表4に示した。
（注28）　この場合、R＆D購買力平価で円を米ドルに換算すると、GDP購買力平価で襖算す
るのに比べ、右の式のように1．2倍になる。　1／（「0．17）＝1．2
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表 3 － 1　 各国の経費割合 （1 9 8 5 年）
白太 楽屋 仏l遍 独国 莫匡I 故国
常経 （81．9％） （81．1％） （91．8琴） （87．6％） （89．7％）55．6％）
…ー‾．薯Z二．3訂…．‘…‾－39謂 ……．’…．58：偶‘一日”……1汀二‾9苫…．‾．’…砺 ‾柑 …－‾．‾‘…30：7％－‘…
その他の経費 21．5％ 22．5％＊ 18．3％＊ 16．2％＊ 24．0％＊ 14．2％＊
原材 18．1％ 18．8％＊ 15．4％＊ 13．6％＊ 20．2％＊10．7％＊
資的経費 （18．1％） （18．9％）（8．2％） （12．4％）（10．3％） （44．4％）
搬 11 8％ 12．3％＊ 6．8％ 6 7％＊ 8 4％ 26 9％
土地　 物 3．5％
．…“．’訂 8灯…▼‾
3．7％＊ 1．4％ 5．6％＊ 1．9％ 11．9％
．　 ＊ － － －
日計 100．0％ 100．0％100．0％ 100．0％ 100．0％ 100．0％
＊ は推定値 を表す。
表 3 ー2　 ＿研究開発費の各費目の購買力平価 （1 9 8 5 ）
J只日の購買刀Jr1曲 日不 木国 イム国 ヨ凰l垂l ：失国 碍l司
（国際 ドル表示） （円／ドル） （ドル／ドル） （フラン／ドル） （マルク／ドル） （ポンド／ドル）（ウォン／ドル）
人件費 180．0 1．259 7．238 2．680 0．462 189．9
その他の経費 238．6 1．035 7．624 3．063 0．750 514．7
原材 22 1 9 3 8 165 2　 0 0　 44
機械設備 231．0 0．938 6一．868 2．420 0．644505．3
5 ． …1r 956…‾一‾ー…t ZD8．‾…． 2：3IO…．一．．…－0：－73グ．‖… ‾－327二甘 ……
その他の有形資産 255．8 0．930－ － － 423．6
日計 （加重） 208．2 1．073 7．408 2．695 0．568 323．8
R ＆D 購買力平価
＿（米 ．ドル表示）
194 1 6．90 2．51 0．53 302
考1匝：db竿の為菅レー ZJU．b 1．UUU 8．測U Z．リ4U U．T．／9 淵U．Z
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図5　各国のR＆D購買力平価、為替レート、GDP購買力平価の推移
一触潮力平価－…為替トト‥G伊叫貿力平価
1078　　　　　1975
??????
?
??????
1糊　　　　　1減
捻屈
?ォ????
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図6－1 各国の研究開発費の円換算
（単位：兆円）
－瑚買力平価換算……為替トト換算・‥∝p購買力平価換算
米国の研究属発責の円換算
仏屈の研究開発費の円換算
独巨の研究開発費の円換算
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英国の研究開発責の円換算
建屈の研究開発費の円換算
図6－2 日本の研究開発費の米ドル換算
一札［鵬貫力平伍換算　‥・∝P購買力平価換算
単位：十億ドル
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図7　各国の研究開発費のR＆D購買力平価換算
1餅m lm l974　1976　1978　1980　1982　1甑　1985　1988　1期　1992
1971　19乃　1975　1977　1979　1981　19書3　1985　1987　1989　1991
年
日本　　米国　　仏回　　数国　　英輯　　韓輯
表4　　　　R＆D購買力平価の延長推計
（各国通貨単位／米ドル）
日本 米 国 仏 国 独国 英 国 韓 国
1970 224 1 4．56 3．36 0．27 94
1971 223 1 4．59 3．41 0．28 101
● ZZZ 1 4．64 3．4 1 U．ZU 113
1973 233 1 4．66 3．37 0．29 119
1974 256 1 4．81 3．31 0．31 136
1975 251 1 4．88 3．18 0．35 157
1976 255 1 5．13 3．110．38 174
1977 252 1 5．25 3．01 0．41 186
13．用 Z44 1 b．34 Z．Ul U．4Z ZU．′
1979 231 1 5．38 2．77 0．43 224
1980 223 1 5．48 2．66 0．47 259
1981 211 1 5．67 2．57 0．48 279
1982 204 1 6．03 2．54 0．49 285
1983 199 1 6．42 2．54 0．51 291
1測4 ●● 1 6．TZ Z．bZ U．bZ 拗 4
1985 194 1 6．90 2．51 0．53 302
1986 188 16．89 2．47 0．53 303
1987 182 1 6．79 2．42 0．53 299
●；； 176 16．76 2．37 0．54 297
1989 173 1 6．75 2．35 0．56 295
lll lTU 1●　●l 乙 JZ U．57 3 14
1991 165 1 6．48 2．29 0．58 331
1992 162 16．42 2．34 0．59 343
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4．R＆D購買力平価の利用
R＆D購買力平価は、通貨換算という国際的な業務に関して不可避的に生じる
ものについての指標である。そのため、政府の科学技術政策や企業の国際的な研
究開発戦略、政策研究などに広く利用されうるものである。例えば、以下のよう
な点に使用することができる。
（1）各国の科学技術活動の国際的な理解の増進
今日の国際社会は、各国の政策協調が重要になっている。科学技術もその例外
ではない。国力の源泉とも考えられる研究開発活動が、お互いに良く理解される
必要がある。今日、起きている科学技術をめぐる国際摩襟は、そのような理解の
欠如に起因するものも多い。為替が大きく変動する今日、実質的な研究開発の投
入量の比較は、正しい研究開発の理解及び科学技術投資の決定に大きく寄与する
ものである。
（2）科学技術と経済との関係の研究の基礎データを提供
科学技術と経済の関係について国際計量的な研究がなされている。R＆D購買
力平価は、研究開発費を実質購買力でとらえる指標として重要な意味をもつ。例
えば、GD Pや売上高に研究開発費が占める割合などは、その研究の出発点とな
る。投入される資金を名目的な金額でみるのと、実質的な購買量ベースであるR
＆D購買力平価で評価するのでは、そのような研究の結果に大きな違いをもたら
すであろう。
（3）研究開発の国際資源配分における利用
近年、企業の研究開発の国際化が進み、研究拠点の国際分散も著しい。どの国
で研究開発を行うかは、各国の研究コストだけではなく、当該国の研究開発能力
や市場などの諸要素により決まるものである。しかし、他の条件が均等とすると、
こうした研究開発の国際分散が進んだ段階においては、研究開発費の各国配分を、
各国の研究開発上のコスト＝物価水準＝（R＆D購買力平価／為替レート）で評
価するとも考えられる。
例えば、一企業の研究開発の量の日米間の配分を下図のようにモデル化できる。
日本企業が日本と米国にそれぞれ研究所を持っている場合に、130万円を米国
に投資して研究開発をするとき、為替レートが1ドル＝130円、R＆D購買力
平価が1ドル＝160円であれば、米国では日本で行う160万円分の研究がで
きる。かりに日米で資金投入単位当たりの研究開発の生産性が等しく、研究から
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得られる成果に代替可能性があるとすると、研究開発の効用を最大にするのは、
研究開発の結果、生じる効用の無差別曲線と予算線（日米間の予算の分配を示す
直線）の接点である。ここでは、研究開発の効用の無差別曲線の形状は、経済学
で一般に二財の与える効用曲線が原点に対して凸とすることから類推している。
実際の研究への投入量から判断すれば、実質的な購買力を示すR＆D購買力平価
は、為替レートより円安なので、日米に対する研究配分量を示す予算線はJ－Aで
はなく、J－A’である。このとき、予算線は原点から遠い無差別曲線と接する。そ
の接点P2ば、為替レートで判断した予算線J－Aによる接点Plより左上に位置する。
このとき、代替効果（日本から米国へのR＆Dの移動）を差し引けば、ミクロ経
済で言う所得効果の発生（効用が高くなること）がみてとれる。（注29）
米国に対する　　　　研究開発の効用
研究の配分竜　　　　の無差別曲線
????
? ? ????
日本に対する
研究の配分最
1986年以降、日本は継続的に為替レートがR＆D購買力平価よりも円高に
推移するようになった。1970年以降では、このような為替のR＆D購買力平
価に対する安定的な円高ははじめてみられるものである。
日本企業にとって、このような傾向が、研究開発におけるコスト意識を高め、
海外展開に結び付けた可能性は十分考えられる。円高の高進と、情報通信の発達
によって研究開発の資源の国際的な配分が自由になったことにより、このような
モデルで考える実益は大きくなっているはずである。4．1においてR＆D購買
力平価の動きと日本企業が外国で支出した研究開発費との関係を考察した。
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また、政府レベルでも、科学技術ビッグプロジェクトでは、国際的な資金負担
が課題となっている。資金分担においては、各国GDPの大きさで評価し、割当
てることが考えられる。しかし、各国における研究の投入量を基準とする場合に
あっては、研究開発費をR＆D購買力平価で評価することもできる。
（4）研究開発の投入価格構造の明確化
各国における研究開発の投入部門の購買力平価も算定される。これにより、研
究開発への投入に関する部門間のコストの違いが明確化される。
それにより、研究開発の諸要素の問題が数値として表される。例えば人件費、
研究資材、機械などが、為替レートよりR＆D購買力平価が自国通貨が安ければ、
その要素については同質のものであれば相手国より、コスト高であることが想定
される。
コスト高の場合は、供給上の問題があることになり、それらを是正するための
政策の必要性を示すことになる。研究人材の育成、外国からの招聴、輸入関税の
緩和、固定資産に対する減税措置などである。
（注29）　為替レートで換算すれば、予算組は一番太い線（y軸との交点が点A）となる。このと
き研究開発の効用の無差別曲線との接点は点Plとなる。しかし、1ドん＝160円のR＆D購買力平
価で換算すれば、予算線は二番目に太い線（y軸との交点が点A’）となる。このとき、研究開発の効
用の無差別曲線との接点は、点P2となる。
点Plを通る無差別曲線に、1ドル＝160円の予算線に平行の接線（図では点線）を仮想すること
ができる。その接点QとP2の距離が一種の所得効果（効用が高くなること）を表す。QとPlは同一無
差別曲線上にあって、代替効果（日本から米国へのR＆Dの移動）を示す。
さらにこのとき、GI）P購買力平価が1ドル＝200円とすれば、それを表す一番細い線に均衡が
移るようにみえる（y軸との交点が点A’’）。しかし、実際は、そうではなくR＆D購買力平価による
予算線で説明されることになる。
また、もし業種毎にR＆D購買力平価を算定すれば、マクロ一本でみるよりも大きな差が業種間
にあることが考えられる。
もし、このモデルに現実が従わない場合は、他の要閃（研究の非国際移転性、一方国の市場の成
長性、研究の有利性など）が大きく働いていることが考えられる。
日本企業は1985年以降、企業の海外生産が加速し、研究開発を海外で実施するケースも多く
なってきた。これは、バブルによる金余りや、基礎研究重視等と従来説明されることがあるが、R
＆D購買力平価からみての、米国の優位性の増大という要因も説得力が出てきているはずである。
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4．1　　R＆D購買力平価と外国に対する研究費支出の関係
総務庁の科学技術研究調査報告で、会社等において外国へ支出する研究開発費
（以下、　ー外国研究費」と略。）の額が毎年発表されている。近年、その額は増
加している。この増加傾向とR＆D購買力平価の関係について調べた。
（1）外国研究費の傾向
図8－1は、1985年を基準としたGDPデフレーターで物価上昇分を除去
した、日本の会社等の外国研究費（円ベース）である。外国研究費は1978年
頃から増加を始める。1982年に第一次のピークを迎えた後、漸減傾向にあっ
たが、1987年を底に急増を始める。
（2）R＆D購買力平価との関係
外国研究費とR＆D購買力平価の動きを比べる。為替レートとR＆D購買力平
価の乖離が本文で述べたように、企業にとっての外国への研究投資のインセンテ
イヴになると考えられる。図8－2は対米の為替レートとR＆D購買力平価の差
を示した。破線は為替レートとGD P購買力平価の差である。
図8－3は、同じスケールで示せるように外国研究費の対前年伸び率と、「為
替レートとR＆D購買力平価の比」（R＆D購買力平価から為替レートがどの程
度乖離しているかを示している）を％表示で表した。ともに3年移動平均をして
いる。時系列に比べると2つは、2から3年ほどのタイムラグで、およそ逆の動
きをしていることが観察できる。
1970年から1976年までは、外国研究費に目立った増加がなかった。1
978年に為替は円高のピークを迎え、「為替とR＆D購買力平価の比一　はマイ
ナスになった。その年に外国研究費は増加傾向をみせはじめ、対前年伸び率は1
982年までプラスになっている。
1982年から1985年の間に為替は逆に円安に振れ、「為替とR＆D購買
力平価の比」はプラスが続いた。それに遅れて1984年頃から1986年にか
けて外国研究費は対前年伸び率はマイナスに転じている。
そして、1986年から為替は再び円高に転じ、「為替とR＆D購買力平価の
比」は1987年から大きくマイナスが続いている。それに呼応するように外国
研究費は1987年以降、対前年比をプラスにしている。
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（3）図8－4は、「為替レートとR＆D購買力平価の比」を3年遅らせて外国
研究費支出額の相関関係を1977年から1992年の期間で時系列にみたもの
である。タイムラグ3年で両者が逆相関関係にある。
以上のことから、為替レートとR＆D購買力平価の乖離と3年のタイムラグを
もって、外国研究費の増加が関連しているとみることができる。
研究開発においては、計画から実際に投資が行われるまで年単位の時間がかか
る。また、外国への新規投資の決定には通常の意思決定よりも時間がかかると予
想される。為替レートの動きから3年程度のタイムラグをあると考えるのは適当
であろう。したがって、時間的な前後関係とそのタイムラグの期間からいって、
為替とR＆D購買力平価の乖離が外国研究費の影響要因となっていることは否定
できない。
（4）研究開発の国際化にはいろいろな局面がある。基礎研究の推進や外国マー
ケットへの近接等が外国での研究所設置の理由としてあげられることが多い。し
かしながら、ここでは、為替の変動とR＆D購買力平価の乖離によって外国への
研究費支出が影響されているという因果関係も成り立ちうることを立証している
のである。
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図8－1　外国への研究費支出譲
1978　19721974　19761978198819821割　19紡　19f拾1湖
1971197319751g7719791981198319駈198719891991
年
・‥外国研究費支出
（GDPデフレターによって1985年不変価格にしている。）
図8－2　為替とR＆DP P P、GD P P P Pの差の推移
単位：円／ドル　（「為替レートーR＆DPPP」と「為替レートーGDPPPP」）
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図8－3
単位：％
図8－4
「為替レートとRIDPPPの比」と外国研究費の対前年比増加率の推移
為替と悶PFPの比の推移と外国研究費
対前年比（3年平均）
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（比は、為替／RDPPP－1で表している。）
為替レートとR＆DPPPの比と外国研究費の散布図
Ⅹ軸：為替レートとR＆DPPPの比（3年のタイムラグを置いた）
y軸：外国研究費
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－8．3
相関係数　r＝　－0．82
決定係数　R2＝　0．672
単回帰式　Y　＝　胃122932．85Ⅹ＋34188．98
t検定　　　　（－5．4）　　　（10．1）
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5．結論
（1）研究開発費にO E C D等の購買力平価を使うのは要注意
O E C D等が算出しているGDP購買力平価は、経済全体の最終需要構造に基
づいているが、他方、研究開発費は研究者の人件費、研究用の固定資産購入費な
どが中心になっている。したがって、GDP購買力平価は、研究開発費に適用す
るには算出の基礎が適切ではない。少なく　とも、GDP購買力平価を、研究開発
費に使用する際には、算定の基礎が違っていることを、承知する必要がある。
（2）R＆D購買力平価を試算　一研究開発への実質投入量という尺度を提供一
研究開発費の支出構造をもとに、R＆D購買力平価を試算した。これは、OE
C D等の購買力平価の手法を研究開発分野に適用し、OE C D等の購買力平価の
データと諸国の統計を十分に活用した推計値である。R＆D購買力平価を用いて
研究開発費を換算することにより、各国の研究開発に投入される諸財・サービス
の実質的な量の比較が可能となる。
本試算では、米国ドルに対する日本円のR＆D購買力平価は、1992年にG
D P購買力平価よりも17％程度の円高と見積もられる。
同年の日本の研究開発費をR＆D購買力平価で米ドルに換算すると、OE C D
のGD P購買力平価で換算する場合に比べ、約20％多くなる（逆に、米国の研
究開発費をR＆D購買力平価によって円に換算すると、O E C DのGDP購買力
平価で換算する場合に比べ、約17％少なくなる。）。（注30）
（3）R＆D購買力平価は、諸方面に利用が可能
R＆D購買力平価は、通貨換算という国際的な問題を論じる場合にしばしば発
生する事柄に関する指標なので、多くの局面に利用できる。
例えば、世界各国の国全体の研究開発費を実質的な投入量で細ることによって、
各国の研究開発についてより実態に近い理解が得られる。それに基づく研究開発
投資の決定にも寄与することができる。また、科学技術と経済の関係についての
国際計量的な研究に対して、基礎的なデ胃夕を与えることができる。また、企業
の研究開発の国際化の要因の説明にも使える可能性がある。さらに研究開発に投
入するマンパワー（人件費）と諸財（機械装置類の費用、経常的経費）のコスト
の国際比較分析にも応用することが考えられる。
また、この算定手法は研究開発に限らず、他の特定分野の購買力平価を計算す
るのにも応用が可能である。ある分野の費目内訳とOE CD等の購買力平価の対
応関係が分かれば当該分野の購買力平価の計算ができる。
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（4）R＆D購買力平価の算定の国際的推進
R＆D購買力平価は多国間についてのものであること、また、その算定には物
価や生産に関する諸経済統計が必要であることから、手法の研究は別としても、
一国だけで算定していくことには限界がある。本来的にR＆D購買力平価の確立
には、国際機関が各国の統計値を得て算定していくことが望ましい。本研究がO
ECD等の国際機関におけるR＆D購買力平価の開発に十分参考にされることが
望まれる。
その際には、本研究で使われた統計データが、より多くの国から供給されるこ
とが必要である。経済社会や科学技術に関する統計の整備が進む中で、世界各国
のデータが同時的に、分類の基準や細かさなども整合的なものが得られるように、
それら指標類の充実が望まれる。
（注30）計算結果については、3．4節を参照。本稿で検討に用いているGDP購買力平価はOE C
D等の1985年のもの（注1を参照）。
なお、当研究所では、1992年の研究［9］においてもR＆D購買力平価を計算した。今回は、原
材料費の購買力平価の推定を加えたこと、計算の対象を6カ国に増やしたことなどの点で、改良を
加えている（3．1億参照）。
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6．残された課題
（1）統計値についての吟味
本稿の研究開発費の購買力平価の試算は、O E C D等の購買力平価を基に研究
開発費の特徴にいくつかの仮定を置いて、計算したものである。より正確な算出
には、国内外の研究開発費に関する詳細なデータの入手と、各費目の価格水準の
分析が必要である。主要な点として、以下が指摘できる。
①各国の研究開発費の内訳に関する信頼度の高いデータの入手
とくに最大の費目である研究者の人件費、研究者・研究従事者の数及び給与水
準が重要。また、能力・年功などに基づく各国の研究者の給与体系の検討も必
要。
②産業連関表の自家研究部門の各国での整備（原材料費・その他の経費の価格水
準に関するデータの入手）
③土地価格の推定
（2）個別データによる経費の分析
（1）の統計値の探索に加え、さらに、個別の研究機関の経費の分析や研究関
連機器・材料の国際的価格差分析を行うことが考えられる。作業量は多くなるが、
以下のようなものが考えられる。，
①民間企業、大学、国研の経費の分析
②科学機器、科学研究用材料メーカー、商社などに対する研究関連機器・原材料
の国際的な価格差の調査
（3）1990年推計の購買力平価についての検討
（4）業種別の購買力平価の算定
（5）各国の購買力平価、国民経済計算、科学技術指標等の統計部局・研究者等
に対して、それら統計の改善に際して、R＆D購買力平価の算定上の便宜も考慮
に入れるよう働きかけること。
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7．おわりに
国際情勢の変化や為替レートの急変などにより、GDPの購買力平価はいろい
ろな場面で使われるようになってきた。本稿は、研究開発費について、別途、そ
れに適切な購買力平価が算定されるべきだと提唱するものである。
科学技術に関する国際的歳争が強まり、他方、政策面での国際協調が必要とさ
れている。各国における科学技術指標の整備の力点の一つは国際比較にある。今
後、実質投入量の比較を可能とするR＆D購買力平価の算定の必要性が高まると
思われる。
R＆D購買力平価の開発の基本的問題は統計データの取得である。研究開発の
中身の統計的な捕捉は難しい面も多いが、今回は産業連関表の使用などの新しい
アイデアを取り込んだ。この研究が、国の政策あるいは企業の研究開発戦略とい
ったものに資するところあれば幸いである。
また本来、このような指標は、試行錯誤の積み重ねで繰り上げられていくもの
である。本研究が、今後のR＆D購買力平価の研究の参考となるものであること
を期待する。科学技術指標の整備が進むなかで、とくにOEC D等の諸国際機関
においてR＆D購買力平価の開発が再び進められることが望まれる。
本稿をまとめるにあたっては、当研究所をはじめ、総務庁統計局、経済企画庁
物価局、同経済研究所の方々にご助言をいただいた。この場にて深く感謝申し上
げる。
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参考資料1－1諸指標
研究開発費 （百万通貨単位）
年 臼太 米国 仏国 祖国 婁国 故国
1970 1195328 26134 14955 140901050
● 1345913●●　　● lbbZl ギ／ZIU lUbb’！
1972 1586708 28476 18277 18570 1355 12028
1973 1980896 30718 19789 19810 1644 15628
1974 2421367 32863 23031 21560193338 00
1975 2621827 35213 26203 23710 2222 42700
1976294137339018 29774 24820 2688 60900
13’′’′ JZJJb4こi 4Z’用J JJl13b●；一l Jl b 1UdJUU
1978 3569953 48128 37671 30189 3622 152400
1979 4063627 54953 44123 33538 4389 174000
1980 4683768 6261051014361665155211700
1981 5363986 71868 62471 38794 5921 293100
1982 5881539 8001874836 41021 6252 457700
l； ●l 淵1こ柑 84bTl 4JZ4’／ bb～iJ bZl．／
1984 7176511 101139 96198 47027725183390
1985 8116399113818 105917 50807 7919 1155200
1986 8414993 119529 113260 539018778 1523300
1987 9016186 125352 121364 57768 9452 1878000
1988 9775165 133741 130631 60228 10333 347400
l；l llll14U朋6 14こ3553●；l 115こ3Z ZYUblUU
1990 12089593 145450 155800 66680 12136 349900
1991 12720140 151600 164011 74505 158400
1992 12788221 15740077600
参考資料1－2　　　諸指標〔各国通貨単位／米ドル）
為替レート
日太 米 国 仏 匡】 独 匡l 婁 国 故 国
1970358．1 1 5．550 3．647 0．417 310．6
1371 J切．J 1 b．b4U 3．491 U．411 3朝．Z
1972 303．2 1 5．040 3．189 0．400 392．9
1973 271．7 1 4．450 2．673 0．408 398．3
1974299．1 1 4．810 2．650 0．438 400．4
1975 296．81 4．290 2．460 0．450 484．0
1976 296．5 1 4．7802 5180．554484．0
● ●； 1 4．31日 乙JZZ U．b．／J咄4．U
1978 210．4 1 4．510 2．008 0．5214 4．
1979 219．1 1 4．250 1．833 0．471484．
1980226．7 1 4．230 1．817 0．430607．4
1981220．5 1 5．440 2．260 0．493 681．0
1982 249．1 1 6．5702 427 0．571 731．1
l； ZJT．b 1 T．bZUZ．bbこ3l ●　● ’rrb．8
1984 237．5 1 8．740 2．846 0．748806．
1985 238．5 l 8．9802 43 0．771 870．0
1986 168．51 6．930 2．17 1 0．682 881．5
1987 144．6 16．010 1．797 0．610 822．6
1988128．2 1 5．960 1．757 0．562731．5
l；l 1淵 ．U 1 ●　 ；l 1．881 U．blU6．日．5
1990 144．8 1 5．450 1．616 0．560716．4
199 1 134．7 1 5．64 11 59 0．565 760．8
1992 126．61 5．295 1．562 0．566788．4
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GDPデフレター
日太 巣 国 仏 国 独 国 英 国 故 国
42 ．7 37．9 25 ．2 5 1．1 19．4 11．2
4b ．U 4 U．U● ； 55 ．1 Z l．Z 1乙 6
47 ．6 4 1．9 28．7 58 ．0 22．9 14．7
53 ．7 4 4．6 3 1．1 6 1．6 24．6 16．7
64 ．5 48．634 ．8 65 ．9 28．2 2 1．8
69 ．5 53．5 3 9．3 69 ．8 35．8 2 7．3
74．9 5 ．8 43 ．7 72．3 41．4 33 ．1
73．．J●l ● 4．／∴／ ．／b．U 4 ．／．U J 軋 b
83 ．8 65．1 5 2． 78．2 52．4 4 7．4
86 ．0 70． 5 7．8 8 1．2 59．9 5 6．7
90 ．0 77．3 64 ．485．27l ．7 70 ．3
93 ．3 84．7 7 1．8 88．6 7 9．8 82 ．2
95 ．0 90．1 80 ．2 92．6 85．9 8 8．0
●● ●　 ● 冊 ．U Ub．8 UU．b U 乙 4
98．4 97．194 ．5 98．0 94 ．6 96 ．0
100．0 10 0．0 100 ．0 100．0 10 0．0 100 ．0
10 1．8 10 2．6 105 ．203 310 3．4 10 2．8
10 1．8 105．8 108 ．0 1 5．3 108．6 10 6．4
10 ．2 109 ．4 111．3 106．9 115．8 112 ．7
lU4．U 11こ3．8 llb ．U 1UU．U 1Z4 ．U 118 ．6
106 ．4 118．5 118 ．2 113．5 131．8 13 1．2
108 ．6 124．7 12 1．7 118．0 14 0．7 14 5．5
110．5 12 8．3 124 ．5 124．4 14 8．2 155 ．1
GDP購買力平価（1985年推計－GK法）
日太 兼 匡】 仏 国 独 国 英 国 故国
256 1 4．77 3．290．29 136
Zb．！ 1 4．UZ 3．誹 U．JU 14
259 1 4．93 3．41 0．31 161
274 1 5．02 3．40 0．31 172
3 4 1 5．15 3．34 0．33 206
298 1 5．293．22 0．38 235
300 1 5．54 3．14 0．41 268
Z淵 1 b．bb J．Ub U．44 却 J
91 1 5．81 2．96 0．45 335
275 1 5．88 2．83 0．48 369
262 1 6．00 2．72 0．52 419
247 1 6．10 2．58 0．53 447
236 1 6．402．53 0．54 450
ZJU 1 b．8U Z．bこ3 U．bb4b4
225 1 7．05 2．490．55 455
222 1 7．28 2．480．57 460
22 1 7．49 2．50 0．58 461
215 1 7．52 2．49 0．59 463
209 1 7．522．45 0．61 474
ZUb 1 ．／．bl乙4Z U．bZ 4とiU
2 0 1 7．412．39 0．64 510
197 1 7．322．39 0．65 537
195 1 7．28 2．450．67 556
参考資料2　　人件費の購買力平価
睫官力平価の皇位 ：各国通貨皇位／ ドル r国際 ドル秦示睫冒力平価〕
日本 国 ム国 独国 英国 国
胴「部「1雇用有朋得 の月再買刀ユr l lBU．’／ 1．JIJ T．lZT Z．4Ub U．4Z4
育部門雇用者所得 の購買力平 179．2 1．210 7．353 2．893 0．507
2 部門の調和加重平均 180．0 1．2597．2382．680 0．462
′国 ドル を 1 とする値 142．9 1．000 5．747 2．128 0．367
日韓の平均人件費の比 0．948 1．000
6 カ国の人件費の購買力平価 180．0 1．259 7．238 2．680 0．462 189．9
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参考資料3　　　　　　　　G－K法の算定の説明
本文では、数式を用いてG－K法を説明しているが、より具体的に説明しておく。
1．購買力平価について
簡単に言うと、国内価格と国際価格の比である。より正確には、国内価格によ
る両品目の金額計を、国際価格による両品目の金額計で割った催。後者は、両品
目の国際価格と両品目の数量を乗じて求める。
例：以下の商品マトリクスを仮定する。（点線の外は計算の結果である。）
りんご　CR ） たばこ （T ） 金額計 購買力平価
米国　 単価 1 ＄／kg 2 ＄／個
25＄
0．00428
（U） 数量 5　kg 10 個 233．4円／＄
欄 叢生 20胼 £kg 50摘 個
5600円
1
仏国　 単価 10 Fr／kg 16　Fr／個
180Fr
0．0386
（P） 数量 10 kg 5　個 25．92円／Fr
数量計 23 kg 23 個
国際価格（円） 232．98円／Kg 467．02円／個
購買力平価をP P Pu、P P PN、P P PF、国際価格をrItl（円）、rIT（円）
、商品をi、国をJ、価格をP、商品量をQとする。米国については、
P PPu＝∑l（Pl＊QIU）／∑1（rIl＊QIU）
＝（1＊5＋2＊10）／（HR＊5＋HT＊10）＝25／（HR＊5十HT＊10）
他国についても同じ。
PPPN＝（200＊8t500＊8）／（IIR＊8inT＊8）＝5600／（fIR＊8＋rIT＊8）
PPPF＝（10＊10＋16＊5）／（rIR＊10iIIT＊5）＝180／（IIR＊10inT＊5）
2．国際価格について
簡単にいうと、一品目の各国の価格を、各国の数量で加重平均した値である。
より正確には、各国の価格（各国通貨）の各国の購買力平価（基準通貨）に対す
る比率（これにより、価格を共通の通貨に換算している）を、世界合計の数量に
対する各国の数量をウエイトとして加重平均して求める。
りんご（R）　の場合。
rIR＝∑J t（PRJ／PPPJ）＊（QRJ／∑JQRJ））
＝（1／PPPU＊（5／23）＋200／PPPN＊（8／23）＋10／PPPF＊（10／23））
たばこ（T）についても同じ。
HT＝（2／PPPu＊（10／23）＋500／PPPN＊（8／23）＋16／PPPF＊（5／23））
3．結果　　連立方程式を解く。日本を基準とすると、PPPN＝1。nRは、232．
98円、Ilでは、467．02円となる。PPPuは0．00428、PPPFは0．0386となる。こ
れから、円の対ドル、対フラン購買力平価は、233．4円／ドル、25．92円／フラン
となる。
（以上の記載は、総務庁統計局「国際比較プログラム（ICP）」平成元年の記
載を基にした。）
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参考資料4　研究者一人当たり平均人件費の指標についての考察
本文3．3．1節「人件費」の注25に記すように、「研究者一人当たりの平均
人件費比」という指際の性質について考察した。
概念的には、「研究者一人当たりの平均人件費比」は、研究開発のコストの人
件費部門の単価比を表す指標としては、他の指標（購買力平価や為替レ斗）よりも
正確と考えることができる。
しかし、各国ごとに単純平均により求める場合、データ上、以下のような問題
点がある。
第一に、研究者以外の研究従事者（以下、研究補助者とする。）の人件費の取
扱いである。研究開発の人件費はマクロ的な統計指標の上では、研究開発に従事
するすべての者の人件費が含まれると考えられる。これに対し、分母を各国の研
究者数とすると、分母に含まれていない研究補助者の人件費が余分に分子に含ま
れることになる。各国の研究補助者数と研究者数の割合が等しければ、それは問
題ではない。しかし、日本と欧州主要国では、この割合は異なっている。
研究者数と研究補助者数を把捜し、また、研究者と研究補助者の給与差のデー
タを各国で得られるならば、それらの集団の給与水準差を考慮した加重平均を行
うことが平均人件費を計算するためにはより厳密な方法である。しかし、それは
研究者の給与を直接比較するのと同様、容易ではない。
第二に、各国の研究者の平均人件費を単純な平均値で表すことの問題である。
研究者の年齢、性、分野等による階層別分布が各国で大きく異なるとしたら、そ
れに応じた統計的配慮が必要である。能力・年功による昇進・給与体系の違いも、
研究者の俸給の分布の違いをもたらすと想定される。
以上の点を解決するために、各国間の比較可能な同質なデータを揃えることは
難しい。二国間であれば、データの性質を吟味して、補正することも可能かもし
れないが、多国間でのそうした運用は難しいと考えられる。
1．研究者一人当たり平均人件費比の指標の動き
次に、ラフな近似値として「研究者一人当たり単純平均人件費比」が人件費の
購買力平価を表すとして、そのデータとしての性格を調査した。「研究者一人当
たり人件費比」の時系列的にみた他の指標との関係を調べてみた。
本論では、日韓の算定をしたが、ここでは日米間のデータを扱った。（＊）
日本と米国について、以下の5変数の相関をとる。e．が他とカイリしていれば、
他の変数とは、独自の変数として扱う意味があると考えられる。
a．R＆D購買力平価
b．GDP購買力平価
C．為替トト
d．米国一日本　時系列の就業者人口当たりの雇用者所得の比
e．研究者一人当たりの人件費比
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e．については、ここでは、日米について、すべての年について「研究者一人当
たり人件費」の指標をとるのは困難なので、「研究者一人当たり単純平均研究開
発費」を代わりに用いている。
「研究者一人当たり研究開発費」は、「就業者一人当たり当雇用者所得」と0・
5の相関係数である。他とはおおむね弱い逆相関である。R＆D購買力平価とGD
P購買力平価は、当然、同じ動きをする。為替レ小だけは特異な動きをする。
「研究者一人当たり研究開発費」は、時系列には他指標とあまり相関関係はな
く、指標の独立性がある。（付属図1、付属表1）
（＊）米国の研究者の平均人件費の推定
米国のNS Fの1983年の産業界の研究費についての資料によれば、同年の
産業界の研究費に占める人件費（Wages of R＆D Personnel）の割合は45．6％であ
り、1983年の米国の全研究開発機関に関する自然科学系の人件費を推定する
と、387億2962万ドルである。また、同年の米国の専従（FTE）換算された自然
科学系の研究者数は、630，153人と推定される。これらから、米国の自然科学の研
究者一人当たりの人件費は、61，461ドルとなる。なお、米国の全研究機関の自然
科学に関する人件費の数値は得られていないので、日本の債を利用して推定した。
日本は、総務庁調査によれば、1983年の全研究機関の人件費（自然科学の
み）は2兆8951億400万円であり、研究者数は専従（FTE）換算すると305，422人
である。なお、米国の研究者数は、FTE換算されているので、日本の研究者に
ついてもFTE換算する必要がある。ここでは、O EC Dの計算にならい、日本
の大学の研究者数を0．5倍している。自然科学の研究者一人当たりの人件費は、9，
479，045円である。
ここで得られた数に、実質賃金指数及び消費者物価指数を用いて調整すると、
1985年における米国の一人当たり人件費は66，474ドルであり、日本は10，319，
054円である。これから、日米の研究者の一人当たり年間平均人件費の比は、155．
2円／ドルになる。
なお、米国の数値の推定については以下のよう。日本の全研究機関の研究開発
費に占める自然科学に係るものの割合と、米国の同じ割合は同一と仮定した。そ
の割合を、米国の全研究開発費891億ドル余に乗じて、米国の全研究機関の自然科
学に係る研究開発費を求めた。さらに日本の会社の研究開発費全体に占める人件
費の割合と、全研究機関のうち自然科学に係る研究開発費全体に占める人件費の
割合の比と、米国の同じ比は同一と仮定した。その比を米国の産業の人件費割合
に乗じて、米国の全研究機関の自然科学に係る人件費割合を得た。それを先に求
めた米国の全研究機関の自然科学に係る研究開発費に乗じて、自然科学に関する
人件費を求めた。また、米国の全研究機関のうち、自然科学に係る研究者の数は、
米国の全研究機関の研究者数に、日本の全研究機関の研究者数に占める自然科学
に係る研究者数の割合を乗じて求めた。
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2．日米の研究者の賃金の構造的分析
研究者一人当たり平均人件費比を単純平均で算定する際の問題として、各国に
おける研究者の階級構成や給与の違いを冒頭に指摘した。ここでは、その点につ
いて日米では、どのような状況になっているか簡単に観察した。（＊＊）
日米の研究者の平均月給についてのデータを、単年度（1988年）について
分析をした。データは、日本は人事院の民間給与実態調査、米国は，Salaries of
Scientists，Engineers and Technicians’，Comnission on Professionalsin
Science and Technology，USA　である。
日本の研究者の人件費の対米ドル購買力平価は、OECDのGD P購買力平価
とは大きくカイリしている。階級による処遇の違いはそのカイリの一因を表す手
がかりになる。日本の研究者と米国の研究者の給与差を絶対的に比較することは、
正確を期し難いが、各研究者の階層の給与の比で表される相対的な格差を、日米
で比較することは可能である（付属図2、付属表2）。このデータからは、階級
別にみると、階級が低い場合には円高で、階級が上がるにつれ円安になる傾向が
ある。つまり、階級が上がるほど日本の給与は米国の同じ場合よりも、上昇幅が
大きい。ちなみに日米とも経験年数と階級はほぼ一致するようになっている。相
対的には、日本の若年層の給与は、米国に対し低水準であるが、高年層になると、
改善される。より人数が多いと考えられる若年層の給与が低いことが、日本の人
件費の安さ＝人件費比が円高であることの原因とも考えられる。
また学歴別初任給をみると、学部卒、修士卒、博士卒と学歴が上がるにつれて、
米国の給与は上がるのに対し、日本はあまり上がらない傾向にある。このため、
日米の人件費比は学歴が高いほど円高になる。（付属表3）
なお、初任給全体では、上述の研究者給与全体でみる場合より、日米の給与差
は大きく、いっそうの円高となっている。
（＊＊）日米の研究者の給与の構造的分析
①研究者の給与を役職別、経験年齢別に解析した。1988年のデータで、（当時為
替トト128円、GD P購買力平価209円）役職階級別にみると、階級が低い場合には
円高で、階級が上がるにつれ円安になる傾向がある。階級が上がるにつれ、日本
の給与の上昇幅は米国に比べて大きい。
研究員クラスをみると120円台である。室長、部長クラスは、130から140円であ
る。そして年齢が高くなるにつれ、円安になる。
所長クラスは、150円程度（44－48才の米国の値が飛び抜けて高い。これを異常
値として抜くと150円程度といえる。）の円安となる。
所員では日本の方が円高で、つまり給与が安く。所長では日本の方が円安で、
給与が高い。
②日米の研究者の初任給の分析
初任給の日米比は①よりさらに円高となっており、若年層では日本の待遇が低
いことが表れている。学部卒、修士卒、博士卒と学歴が上がるにつれて、米国の
給与は上がるのに対し、日本はあまり上がらない。このため、日米の人件費比は
学歴が高いほど円高になる。
したがって、日米間の初任給において学歴別の待遇の差は大きい。米国は初任
給では学歴によって待遇に差をつけられる社会である。
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参考資料4付属図1 研究者一人当研究開発費比､就業者
-^当荘用者所得比､為替トト
1971 1973 1975 1977 1979 1981 1983 1985 1987 1989 1991
年
I 1^ 当研究開発費 ･･･1^ 当雇用者所得 -･一為替レー ト
参考書料4 付属表1
-人当たり研究開発費と他の指榛の相関係数表 (1970年-1991年)
D虎官力平価 DP蛙晋力平価 為替レー ト -人当雇用者所手一人当耕尭開発
&D溝買力平価 1 0.99824 0.69339 0.06821 -0.4669
lUY購買刀干1曲 1 U.b9btlU U.UrlUとiJ -U.4'llJ
替レー ト 1 -0.5049 -0.745
人当雇用者所` 1 0.55518
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参考資料4付属屈2　　　日米の研究者
給与比による人件費の購買力平価
???????? ?
年齢
一研究所長・・・・・研究部長　‥・研究室長　…研究員
参考資料4付属表2
研究者の日米給与比（日本の給料／米国の給料）　　（円／ドル）
齢層 齢20代 0代 前 半 0代 後半0代前 半 0代 後 半 0代 前 半
町長 143．3 118．U 1b l∴J
究 部 長 138．8 124．1 138．0 139．1 146．0
究 室 長 131．2 134．0 136．4 141．1
究 員 122．0 134．2 128．0 115．3 128．1 115．9
参考資料4付属表3
学歴別日米初任給比　（円／ドル）
歴
士
士
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